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(2) 働き方に関する提言 
 こうした変化を受けて、正社員ゼロの社会というものを提案する。働き方に関しては、

労働契約をすべて有期、最長 20 年とする。ほとんどの人は、職務限定、地域限定で雇

用される。地域で採用された人が、地域に根差して働き、転勤することなく重要な職務

やポストに就く。個人が自分の職業観やキャリア観に基づいて、自由に働けることが重

要なので、副業は認められることになる。雇用期間が有期化し、職務内容や勤務地が限

定されることは、雇用契約の内容が個別化することにつながる。また、すべての人が、

いつか、新しい仕事を探すことになるわけだから、自分の能力や経験の可視化と、それ

ぞれの企業のそれぞれの仕事に必要なスキルの可視化の両方が重要となる。 

 こうした働き方を支えるために、社会も変化する必要がある。1 つには、テクノロジ

ーの積極的な活用により、効率の悪い、職業能力の開発につながらない仕事をなくして

いくことが必要である。2 つ目に、個人のセキュリティを企業の雇用だけに求めるので

はない仕組みが必要である。私としては、ベーシックインカム14の導入は真剣に検討す

る価値があると考える。3 つ目に、能力開発を企業内だけで行うのではなく、企業外で

職業能力を高められるプロフェッショナル教育の機能を充実させることが必要である。 

 

 
図表Ⅵ-2：働き方に関する 6 の提言と、働き方を支える社会に関する 3 の提言 

出所：リクルートワークス研究所「人生 100 年時代における企業と個人の約束とは」 

  

                                                 
14 すべての個人に無条件で、所得や資産の多寡を問わず普遍的に、生活に足ると考えられる現金を給付

するもの。（出所：リクルートワークス研究所「Works No.141」） 
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(3) 企業内の内と外のセキュリティとフレキシビリティ 
 日本型の雇用は、企業に雇われれば、ほとんど解雇されることがなく、企業としても、

社員を転勤させることや職種転換させることができるものであった。つまり、企業内部

のセキュリティとフレキシビリティ（企業から見た）が高い、という形で均衡が取れて

いた。これに対して、デンマークでは、企業には Hire & Fire の自由がある、と言われ

るように、企業は人を雇うことも解雇することも自由にできる。しかし、高い税金に基

づく福祉や外部で学べる機会を提供することで、人々の安全・安心を担保している。企

業外のセキュリティを向上させ、企業外のフレキシビリティも向上させて均衡させるの

が「デンマーク型」である。デンマーク型へのシフトを日本でも考える必要があるので

はないか。 

 
(4) 企業と個人の約束 
 「最長雇用期間 20 年時代」の個人の働き方は、以下のようなストーリーになる。20

年間の契約で会社と社会の支援を受けて能力やスキルを獲得し、それらによって会社に

貢献を続ける。契約終了後、転職、起業、さらに新しい能力を獲得するために大学など

で学び直すといったそれぞれの選択をし、次のサイクルでも主体的なキャリア形成を行

う。すべての人は地域で採用され、多くの人はその地域で働くが、一部の人材は経営幹

部候補として、国内外への転勤や職種の転換もある。こうした働き方の変更は、会社に

一方的に決められることではなく、常に本人の同意を得て、新たに契約を結び直すこと

によって実現する。こうした働き方をするようになると、企業と個人が何を約束するの

かが今とは大きく変わってくる。 
 

  【企業と個人の約束】 
 企業側から個人への約束； 

 契約期間中の雇用保障を約束する。 
 会社で働いている間に得る経験や得られた能力、経験が退社後にどのよう

に評価されるか、持っている能力をどのように高く売ることができるかを

説明する。 
 貢献に見合う給与（後払いではなく）。 

 個人側からの企業への約束； 
 何ができます、何をやりますということを個人側もプレゼンテーションす

る必要がある。 
 自分の能力を伸ばすための投資をきちんとやっていくことを約束する。 
 守秘義務やコンプライアンスなどに適切に対応する。 

 
 「貢献に見合う給与」とは、リアルタイムの貢献に対してリアルタイムに金額を払っ

ていくことである。従来の日本の雇用システムでは基本的に後払いの要素が強く、若い

時は給与が低いが、長年働いて最後に退職金で回収する仕組みになっており、年齢が上
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がると、自分の貢献よりも高い給与を得ることも珍しくない。新しい仕組みのもとでは、

企業が長く留まってもらうためのインセンティブを提供する必然性は低くなる。 

 個人が企業に約束することも変わってくる。自分が、何ができる人材であるのか、ど

のような貢献が可能であるかを自らプレゼンテーションする必要があるし、自分の能力

を伸ばすために学習し続けることやそのための投資をすることを約束することが必要

となる。また、企業にぶら下がっていかないことが大切であり、雇用はいまほどに保証

されたものではなくなる。こうしたシステムには、社会としてのインフラ整備が必要で

あり、ベーシックインカムもそうしたものの一つとして検討することも必要であろう。 
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1.3.  日・欧米の雇用管理の違いとキャリア形成について 

（立命館大学経営学部客員教授 海老原嗣生） 

立命館大学経営学部客員教授 海老原 嗣生氏より、 
「日・欧米の雇用管理の違いと、キャリア形成」についてご講演頂いた。

ご講演の内容は以下のとおりとなる。  
 
(1) ジョブ型雇用について 
① 欧州でのジョブ型雇用 

 日本人は欧米型のジョブ型雇用のよいところだけをみている傾向がある。欧米のジョ

ブ型の仕事例として、フランスの観光バスに乗った際、道が渋滞して営業時間の 17 時

を過ぎた時点で、本日の営業は終了ということで、観光バスは直接車庫に帰り、乗客は

目的地まで連れて行ってもらえなかったことがあった。日本では通じないことだが、フ

ランスでは、17 時には仕事が終わるのだから、乗客も当たり前と思い文句も言わない

社会である。日本の長時間労働をしなければならない仕組みは、無駄が多いのではなく、

日本流のおもてなしの慣習が背景としてある。日本人のサービスへの要望が変わらない

なかで、本当に時短ができるのか、逆を言えば、時短して欧州型の殺伐とした社会にな

っていいのか疑問が残る。 

 本講演では、欧州の中間層の労働者の話を中心にジョブ型雇用について話す。欧州で

は大学を出た多くの人が中間的職務についている。一般的に、中間的職務の給与は、最

高額で 500 万円くらいであり、同一労働同一職務で資格労働制であるため、資格によっ

て給与の上限が決まり、それ以上給与は上がらない。日本人が思っているように、欧州

の人達は会社以外の余暇があり、仕事後は会社以外のサークルに入るとか、オペラに行

くとかは、経済的なゆとりが十分でない中間層職の人にはあまりなく、夫婦共働きで、

夫婦で夕食の準備をし、家で取るのが普通の生活である。こうした例から、欧州では、

途中で仕事を終えて 17 時に帰っても良い社会であり、それは出世することがないから

早く帰ることができるのである。ジョブ型雇用を考えるときには、こうした事情を踏ま

えて考えていく必要がある。 
 
② 欧米の Job Description について 

 欧米の Job Description には、職務概要は書かれているが、詳細なタスクレベルを記

述していることはない。ただし、ポジションはしっかり決められ、ある部署のどの仕事

をするかは記載されている。どのランクの仕事で、どこで雇うかというポストが決めら

れている。 

 Job Description には 2 つの役割があり、一つは職務領域を決める（詳細なタスクで

はない）ことと、一つは領域外に動かさない（企業人事権の制約）ことである。企業は
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ポストで雇ったので、それ以外に動かすことも、それ以外の仕事をさせることもできな

い仕組み、ポスト固定型雇用になっている。 

 欧米の職務契約は Job Description とオファーレター（採用内定書）で決められ、そ

の内容は以下となり、「ポスト=職務」がきまるという考え方である。仮に上下横に動

く場合には本人の同意が必要である。また、査定においても本人の同意書が必要である。 
 
  ・職務領域（詳細タスクではない） 
  ・職務ランク（処遇が決定される） 
  ・職務地域（勤務地が決まる） 
  ・勝手に動かさない（企業人事権の制約） 
 
③ ポストを管理する欧米型人事 

 欧米型のポスト固定型管理は以下のような仕組みとなっている。 

 ポスト数は人事組織設計会議で決められるため、能力アップしても任用されない人が

出てくる。任用されない人は、自分の職場ではポストが増えない限り任用されないため、

転職していく。ここでの転職は、メンタリティの問題ではなく仕組みによるものである。

日本の場合は、ポストが空くと、兼務発令や横からの異動により補充する。一方、欧米

では横の異動も兼務もできないため、空いたポストに外部労働市場から人を採用するこ

とになる。 
 

 
     図表Ⅵ‐3：欧米型のポスト固定型管理 

出所：海老原嗣生「日・欧米の雇用管理の違いとキャリア形成について」 
 
(2) 日本型と欧米型の解雇の違い 
 日本の法律は、解雇に関しては緩い規制となっており、解雇してはいけないという記

載はない。一方、欧州の解雇に関連する法令は日本よりもっと厳しく、例えば、スウェ
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ーデンの例では、半年か 1 年の解雇予告が必要で、5 年以上 10 年未満勤務した人には、

24 ケ月分の給与を支払うことが法律で定められている。日本は OECD の調査からも、

解雇の手続きや解雇予告などが厳しくない反面、解雇困難性が高いことが示されている。

その理由には、日本の総合職雇用がある。 

 組織計画でポストが消滅した場合、日本型雇用は、ポストではなく会社との所属契約

であるので、いつでも人を動かすことができる。欧米のポスト型雇用では、当該職務以

外では会社とは結びついていないので、基本的には雇用契約が終了することになる。社

内応募として、類似の空きポストへ、優先的応募などで便宜は図るが、企業の命令によ

る確実な異動ではなく、あくまでも応募である。 

 能力不足者への対処では、日本型はポストが固定されていないから、他の適合する職

務で救済する余地がある。欧米型では、ポストが固定されているので、他の職務での救

済はできない。解雇は原則できるが、法律の解雇規定が厳しいため、能力不足の社員に

は、PIP(Performance Improvement Program／業績改善計画)を使って、高い目標を立

てさせ、評価を行い、未達の場合には雇用終了あるいは降格の意向を示し自主退職をさ

せる方法をとっている。日本人と欧米人の雇用観は異なっており、日本は会社という大

きな袋に入るが、欧米は会社の中で小さく区切られたポストに入り、会社にはポストの

みでつながっている。 
 
(3) 日本と欧米の任用、昇進昇格の違い 
 日本型の昇進昇格では、人が主となりポストや処遇を調整するが、欧米型では、ポ

ストの数によりすべてが決まる。 

 任用では、日本型は習熟に応じた審査で昇級が自由に行えるが、欧米型は、空きポ

スト数に応募する形で、雇用契約が変更されて昇格が起こる。空ポストに対しては社

内・社外を問わずに応募することができる。 
 
(4) 欧米で外部労働市場が重視される理由 
 日本型のように内部補充の場合、一人が抜けると玉突きで空席連鎖が起きるが、人事

部主導でポストの付け替えができないため、容易にそれは埋まらない。欧米型の外部補

充の場合は、人事主導の補充が難しいため、外部市場が重視される。欧米型では、職務

限定型雇用のため、玉突きで上げることができずに、外部から採用する。 
  
  

 
156



  

 

163 

(5) 採用 
 欧米型の採用は下図のようになる。リーダーシップクラスの人は、パイプライン管理

を行っているが、それ以外の人はスペック採用を行っている。それぞれの役割が、遂行

可能な人材を外部市場から採用する（中途採用）。 
 

【欧米型】 

 
       図Ⅵ‐4：欧米型の採用 

出所：海老原嗣生 日・欧米の雇用管理の違いとキャリア形成について」 
 
 日本型は、新卒採用を行い順番に昇進させていく。欠員の代替をできる人材を下位

総から抜擢して補充する（内部労働市場）。 

  【日本型】 

 
       図Ⅵ‐5：日本型の採用 

出所：海老原嗣生「日・欧米の雇用管理の違いとキャリア形成について」 
 
(6) 人材育成 
 日本も欧米も人材育成は、OJT が中心となっているが、同じ OJT でも日本では人が

育つが、欧米では人が育たない。この違いは、限定型雇用か無限定型雇用、Job 

Description 型社会か総合職社会かという違いである。 
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 無限定雇用の場合、新人や若手には、できそうな仕事を集めて任せ、習熟に応じてタ

スクを変えていく。さらにキャリア形成を考え配置転換をおこない、少しずつ仕事が難

しくなっていき、何年かするとある職務ができるようになっている。日本では、随時階

段を上るように仕事が難しくなり、給与も上がっていく。 

 ポスト型雇用の場合、ポストを超えて仕事を寄せ集めることはできず、キャリア形成

に応じた異動・配置転換が難しい。また上位職務を切り出して覚えることができない。

上位のポストに上がっていく人はリーダーシッププログラムに入っている人など限ら

れている。特に欧州の場合は、職務が公的な職務資格になっているため、同じ職務を一

生することになる。その職務の上限給しか給与も上がらない。欧米型は、階段が大きく

て職務で区切られ、この職種の中でしか上位に登れないという、階層社会になっている。

日本では、多くの職場で職務難易度があがれば、給与も上がる構造になっている。 
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2. 企業の取り組み事例 

2.1.  アステラス製薬の評価制度（アステラス製薬株式会社） 

アステラス製薬株式会社の中島委員より、アステラス製薬の評価制度について発表

して頂いた。発表内容な以下のとおり。 
 
(1) 経営ビジョンと人事ビジョン 
 当社は、従業員数では日本で約 7,000 名、アジアに約 2,500 名、米州に約 3,000 名、

欧州に約 4,700 名有し、売上の過半数が海外となっているグローバル企業である。 

 2006 年の会社の経営ビジョン策定にあわせて、2007 年に人事ビジョンブックを策定

し、2016 年には、新たな経営ビジョンにともない、新たに HR VISION をグローバル

編と国内編を分けて策定、それぞれの地域で従業員に配布している。この新HR VISION

のグローバル編では、人事・組織におけるグローバル共通の考え方を記載し、グローバ

ルに同じ内容を共有している。 

 期待人材像／目指す組織像としては、変化を先取し挑戦する人材、多様性を尊重する

人材、他者へ貢献する人材、誠実に行動する人材をあげている。また、期待する人材像

に対応してしなやかで強靭な組織、刺激しあう組織、連携する組織、高い倫理感を持つ

組織を、グローバルに共有している。 

 一方、日本には特有の人材、組織マネジメントの考えがあるため、ローカル版として、

日本特有の就業環境や雇用慣習、法規制、新卒採用などの長期視点に立った就労システ

ムなどを記載している。 
 
(2) 人材・組織マネジメントと人事施策の関係 
 人材・組織マネジメントにおいては以下のような施策を講じている。 
 
・人材・組織開発では、世界水準の人材・組織を作る。 

 人材・組織開発： 

   コーチング、アセスメント（部長クラス以上）、360 度フィードバック、サク 

 セッションプラニング、選抜研修、タレントポートフォリオ作成高度専門家の育

成、キャリア研修、ジョブチャレンジ制度（新しい仕事へのチャレンジ）、マネ

ージャー強化施策等 

 採用・配置： 

   採用機能強化／多様化（外国人採用推進）、働き方改革、在宅勤務制度、役職任 

   期制度、キャリア申告制、業務改善プログラム、転身支援制度 

 評価・処遇： 

目標管理制度、成果評価、職務評価、成果責任（Job Description 整備）、コン

ピテンシー、職種別人事制度および制度運用の最適化 
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(3) 評価・処遇 
 当社では、「役割と成果に基づく公正で納得性の高い評価・処遇」を評価・処遇のキ

ーメッセージとしている。評価でいえば、各人の成果や部門業績への貢献度以外の要素

に左右されずに評価することである。年功的な観点やモチベーションの維持、将来の可

能性への影響等を過度に意識して評価の結果をゆがめないようにしている。 

 会社業績、各部門の成果が最大化するよう、各人事機能を最適化する“ASTELLAS 

PERFORMANCE MANAGEMENT SYSTEM”を策定し、経営理念からビジョンを、

事業の中期計画や人材の要員計画へと結びつけている。この考えに基づき、目標設定は、

事業の年度計画や組織の成果責任に合致したものにするように指導している。 

 

 成果は、「期待職務の大きさ」と「そのグレードにふさわしい目標の達成度」により

評価している。成果責任等から職務評価がなされ、職務グレード、職務給が決定される。

そのポジションに期待される役割にふさわしい目標が、半期または 1 年で設定され、そ

の目標の達成度とコンピテンシーの発揮度の度合いが成果評価として行われ、賞与の支

給金額、職務給の昇降、退職金のポイントに影響する。 

 

 
図表Ⅵ‐6 成果 

      出所：アステラス製薬「アステラス製薬の評価制度」 
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(4) 報酬体系・職務等級 
 報酬体系は、職務給と賞与から構成されている。賞与は基本賞与と成果賞与、会社業

績に連動した業績連動賞与となっている。 

 職務等級は職務評価を反映したグレード制を採っている。一方、MR や研究職は、専

門性を考慮した独自の専門職制度を設けている。専門職であっても、マネージャーでな

くても専門職で高い報酬を得る仕組みとなっている。 

 職務給は、範囲職務給をとっており、ゾーンと評価を組み合わせて職務給を上下させ

ている。 

 退職金制度には、退職金ポイントを導入している。グレードが高くて、高い成果評価

を得れば、退職金ポイントも成果加算ポイントとして高いポイントが付与される。中途

採用者でも、高いグレードで高い成果を上げれば、働いた期間の貢献を退職金として受

け取ることができる。勤続年数には基本的には関係なく、働いた分だけポイントが加算

される仕組みである。 

 
(5) アステラスコンピテンシー 
 当社では、グローバルに共通したコンピテンシーを使っている。アステラスコンピテ

ンシーは部門や機能を問わず、いくつかのグレードをくくったバンドごとにレベルを設

定し、グローバルにすべての社員に共通して求められる日々の期待と行動を取り纏めて

いる。こういったコンピテンシーを導入することによって、どこに行っても同じ観点で

評価や人材育成ができるようになっている。 

 
(6) 職務評価の方法 
 一般職については、職務評価基準書に照らし合わせてグレードが決まる制度としてい

る。一方、経営基幹職は、そのポジションの職務を評価する。現職者の経歴、旧資格等

級といった属人的なものではなく、そのポジションに固有の役割で評価する。現状の組

織体系の中で、標準的能力保有者に期待される役割で評価する。 

 
・経営基幹職 

 各人の担うポジションの成果責任をもとに職務評価を行い、職務グレードを 
決定。 

 MR・研究職等については専門職制度としてふさわしい評価・処遇の仕組みを

設定のうえ、認定審査を行い、職務グレードを決定。 
・一般職 
 主に担う職務の内容について、職務評価基準書をもとに職務評価を行い、職務グレー

ドを決定。 
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2.2.  “がっぽり稼ぐ”ための人材戦略について（伊藤忠商事株式会社） 

伊藤忠商事株式会社の垣見委員より、「“がっぽり稼ぐ”ための人材戦略につい

て」～伊藤忠商事の取組み～について発表して頂いた。発表内容な以下のとおり。 

 
(1) “がっぽり稼ぐ”為の人事戦略上の考え方 
 伊藤忠商事の、人事戦略での考え方は下図のとおりとなる。一人当たりの生産性を向

上させるために、一人一人の能力の向上×健康力の維持・発展×エンゲージメントの向

上を掛け合わせて、生産性向上策としての働き方改革を実施している。 

 

 
      図表Ⅵ-7：“がっぽり稼ぐ”ための人事戦略上の考え方 

出所：伊藤忠商事「“がっぽり稼ぐ”ための人材戦略について」 

 

 “がっぽり稼ぐ”為の人事諸施策としては以下に取り組んでいる。 

 社員の能力開発： 

      フルレンジ（必須研修、選抜研修等）の教育研修、第 3 外国語習得（入 

      社 4 年以内）、中国語 1000 名プロジェクト、事業経営人材育成、グロー 

           バル人材戦略推進 

 健康経営： 

健康管理体制整備、メンタル対応強化、KPI 設定による健康諸施策のモニ

タリング、がんとの両立支援導入、スタイルアッププログラム推進 

 エンゲージメント向上： 

職務＆業積連動型報酬体系（1999 年～）※、未来の経営者報酬制度、社内

人材流動化促進、キャリアアセスメント制度／チャレンジキャリア制度。

ハッピーアワーイベント（3 ヵ月に一度）、毎週金曜日「脱・スーツデ―」 

※ 職務＆業績連動型報酬体系を導入。職能資格は 1999 年で終えて、バ 
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  ンド・グレード制で職務・職責に基づいて処遇をしている。賞与を 

  決定する要素は、会社業績と個人業績のみで組織業績をなくした。 

  業績を上げた組織には優良組織認定を行っている。 

 生産性向上： 

メリハリある働き方改革（朝型勤務／110 運動推進、無駄な会議・資料の

削減徹底、効率的な業務推進プロジェクト（組織毎）等）、PRA・モバイ

ルワーク推進、休暇取得促進キャンペーン 

 
(2) グローバル人材戦略 
 当社では、2008 年からグローバル人材戦略推進体制を整備し、世界人材・開発セン

ター（GTEC-Global Talent Enhancement Center）を設置し、当センターが主導でグ

ローバル人材戦略を推進する体制をとっている。 

 グローバル人材戦略を推進する主な施策は下図のとおりとなる。採用では、グローバ

ル採用ホームページを立ち上げ、グローバルに採用ができる仕組みができている。評価

／登用ではグローバルコンピテンシーを導入し、処遇においてはグローバルな人事デー

タベースを整備している。また、グローバルグレードを構築（IGC）し 7 つのグレード

に整理して、各国のグレード、バンドをグローバルグレード（IGC）に全部マッピング

できるようにし、IGC を共通ワーディングとしてグローバル人材戦略を推進している。 

 

 
      図表Ⅵ-8：グローバル人材戦略推進 

      出所：伊藤忠商事「“がっぽり稼ぐ”ための人材戦略について」 

 
(3) がんとの両立支援策 
 健康経営の施策では、がんとの両立支援施策を策定している。この支援施策では以下

の 3 基本方針を掲げている；①予防・早期発見・治療をサポートする体制強化、②がん
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に罹患しても、治療しながら働き続け、活躍出来る社内体制・制度の整備、③組織でサ

ポートする風土の醸成と安心して相談・情報共有できる環境整備。 

 がんとの両立支援施策では、国立がん研究センターと提携し、高度先進医療費用を会

社で全額負担している。さらに、両立支援コーディネーターを社内で認定して、社員を

サポートしている。 

 
(4) 未来の経営者報奨制度 
 中長期視点で、社員一人ひとりの経営参画意識、会社への貢献、企業価値向上への意

識を高めることを目的に作られた制度である。 

 制度の概要は、未来の経営を担う key person である組織長を「未来の経営者」候補

と位置づけ、課長になった時点で対象者にポイントを付与する。本人の貢献度合及び全

社業績に応じて乗数が反映され、退職時に株式にて付与される。乗数は、課長昇格時か

ら退職時までの連結純利益の平均に応じて決まっている。因みに、持株会の加入比率は

84％となっている。持株会への加入は、奨励金の付与や社内説明会や各種研修の機会を

利用して浸透させている。 

 
(5) キャリアアセスメント制度 
 中長期の視点で社員自らにキャリアの意識を持つために作った制度。社員自らが強

み・弱みを棚卸して把握し、能力開発と中長期のキャリアビジョンを上司と共有し、キ

ャリア意識の醸成を図るものである。さらに、社員本人の能力・専門性・経歴・志向・

適性等を総合的に捉え、適材適所への人材流動化を図っている。また同時に、「気付き」

による自己研鑽や人材育成につなげている。 

 制度項目としては、下表のとおりとなる。 

 
     図表Ⅵ-9 キャリアアセスメントの制度項目 

     出所：伊藤忠商事「“がっぽり稼ぐ”ための人材戦略について」 
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 コンピテンシー分析では、会社におけるそれぞれのレイヤーごとに、コンピテンシー

を明確にして、自己評価と上司の評価を行い、毎年 1 回棚卸しをおこない、気付きにつ

なげている。棚卸ししたことについて、連動したキャリアビジョン研修を行い、能力・

適性・希望を把握し、計画的に配置・異動を行っている。 
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2.3.  JFE スチールの人事課題（JFE スチール株式会社） 

JFE スチール株式会社の上田委員より、JFE スチールの人事課題について発表して

頂いた。発表内容な以下のとおりとなる。 
 
(1) 人事賃金制度 
① 社員制度 

 社員はグループⅠ、グループⅡに分かれている。グループⅠがいわゆる総合職で、グ

ループⅡは製鉄所で直接生産・操業に従事している社員である。組織の特徴としては、

365 日、3 交代で稼働している製鉄所が事業の根幹にあり、安全がすべてに優先される

等、指揮命令系統が明確なところである。 

 

   図表Ⅵ‐10：社員制度 

   出所：JFE スチール㈱「JFE スチールの人事課題」 

 
② 職能資格の体系と賃金制度 

 当社は、基本的に職能資格制度をとっている。賃金制度は、課長以上が年俸制であり、

組合員（非管理職）の係長以上が月俸制、主任以下が本給制（基本給、職能給）となっ

ている。職能資格の昇進部分では年功的な部分もあるが、処遇については基本的には年

功要素を加味していない。評価がそのまま賃金に結びつくため、下の資格の者が上位資

格者の処遇を追い抜くケースはよく見られる。 

 グループⅠの評価制度については、年俸制の場合、個人業績と発揮された能力に応じ

て処遇し、年功要素は加味しない。年俸は、月次払と半期払（賞与）とで構成され、半

期払は、年度毎の会社業績により変動させ、業績と処遇の関連性を意識させている。 
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(2) 至近の人事課題（総合職系列） 
① 年齢構成 

 グループⅠの年齢構成において、バブル期に入社した人数が多く、その後の 10 年間

に入社した人が少ないなど年齢構成に偏りがあることが問題の一つとなっている。そこ

に起因する人事の課題は下のとおり。 

 
 高齢層のモチベーション維持 

⇒現行の高齢層処遇見直し制度の検討 
 職位就任者の若返り 

⇒職位就任者のレベル維持、長期就任者のモチベーション維持 
 中途採用の強化と高年齢層の再配置による年齢構成の是正 

 
 人事の大きな課題は、60 歳前後の社員にモチベーションを持って働いてもらうこと、

課長以上の管理職の若返りをはかることである。また、中途採用は、3～4 年前から行

っている。 
 
② ワークスタイル変革と生産性の向上 

 2017 年をワークスタイル変革元年と位置付け、ダイバーシティへの取組みと共に働

き方改革の取り組みを本格化している。全員が持てる力を最大限発揮できる環境をつく

り、生産性の向上や付加価値の高い仕事の創出を狙っている。 

 新たな取り組みとして、以下に取り組んでいる。特に、製鉄業界では実現できなかっ

た在宅勤務をトライアルで実施している。 

 
 個人別定時退社日 
 勤務間インターバル確保 
 年休の取得促進 
 在宅勤務 

 
 ワークスタイルの変革の方向性として、ワークスタイル変革に加えて、生産性の向上

を目的に、風土改善や業務改革においては無駄な仕事の削減、権限移譲、業務効率化に

取り組んでおり、部下育成を主眼とした管理職研修等にも力を入れている。 

 
③ 環境変化に応じた人事配置 

 ビジネス環境の変化・人材や社員意識の変化に対応し、部門や製鉄所間をまたぐ異動、

若年時からの早期のローテーション、キャリアパスの多様化などの取組みを積極的に進

めている。 
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      図表Ⅵ‐11：ワークスタイル変革の方向性 

      出所：JFE スチール㈱「JFE スチールの人事課題」  
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2.4.  グローバル競争を勝ち抜く人材戦略（パナソニック株式会社） 

パナソニック株式会社の高橋委員より、グローバル競争を勝ち抜く人材戦略 ～次

世代に向けたグローバルな“人づくり”～について発表して頂いた。発表内容な以

下のとおり。 

 
(1) グローバル競争を勝ち抜く人材戦略 
① タレントマネジメント 

 パナソニックの今の事業概況は、4 つの事業領域を 4 つのカンパニーで運営する体制

となっており、4 つの事業は、家電、住宅、車載、B2B となる。今後の方向性は、家電

ではアジアでの成長、住宅では海外住宅関連事業の拡大、車載ではテスラ社との協業を

含め売上 2 兆円へ、B2B では SCM 関連事業を基軸に米中傾注など、海外がキーポイン

トとなる。こうした中で、人事部門は、海外事業を伸ばすために、グローバル競争を勝

ち抜く人材戦略に力を入れている。 

 

 タレントマネジメント戦略は、コーポレート本社のミッションとして位置づけられ、

グループビジョンの策定、事業ポートフォリオマネジメント、グループ基本構造、グル

ープマネジメントに取り組んでいる。ミッションの一つとして、役員・経営者候補の育

成・登用にフォーカスしている。タレントマネジメントでは、経営職（社員身分で経営

を執行する）になるルートと、経営職の人材から選抜された候補者を役員に登用する 2

つの軸に分けて体系化して、人材の発掘、育成、登用、処遇のマネジメントサイクルを

回しながら計画的に人材育成を行っている。 

 経営職（＝事業部長）登用に向けた幹部開発では、若手から課長、部長、経営職に登

用するまで、1 ポスト最長 3 年くらいの時間軸で回している。その際、若手や課長級に

は、それぞれ 2 国×2 職種を基準に、複数の事業、複数の国・地域・複数の職種を経験

させ、早期タレントマネジメントの実現を推進している。 

 
② 日本を変える（処遇制度改革） 

 当社では、2014 年に管理職層、2015 年に組合員層を、職能資格制度から役割等級制

度に変更した。職能資格制度に内在する課題には、社内資格・等級に明確な基準がない

ことや現在の「仕事・役割の大きさ」と処遇が直接リンクしないことなどがあった。会

社の事業が家電中心の事業から、車載や B2B など全く異なる業界を相手とする事業構

造に変わっていく中で、人材のミスマッチが起こってきた。これまで積み上げた経験や

スキルが活かされない状況や新たな事業で採用する新しい人材が、従来の積み上げ制度

に合わなくなる状況がでてきたことによる。 
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    図表Ⅵ‐12：改定前処遇制度（＝職能資格制度）の課題 

    出所：パナソニック㈱「グローバル競争を勝ち抜く人材戦略」 

 

 職能資格制度の改定前は、職務遂行能力をベースとした制度であったが、改定後は、

仕事・役割の大きさをベースに、仕事・役割等級を P1～P8（管理職層）、P9～P10 （組

合員層）に細分化した。一般社員層は、職能資格的な運用を行い、若いころは能力を伸

ばして、役付けになってから仕事の大きさベースでの役割等級に移行する形になってい

る。賃金においても、改定前の積み上げと年功によるものから、役割・仕事の大きさを

ベースとした月例賃金に改定した。 

 
③ グローバル人材戦略 

 日本基点の市場志向から、グローバル基点の市場志向に代わっていく中で、グローバ

ル人材戦略を新たに実行している。グローバル人材戦略が目指す姿は以下のとおりであ

る。日本中心のモノづくり基点での意思決定を、市場・顧客の近くでの意思決定に変え

ていく。人材も、日本人中心の適材適所の配置から国籍や社歴を問わず、適切な人材を

確保・育成・配置するように変えていくものである。人事インフラもミニマムな世界共

通プラットフォームにして、事業特性・地域ごとに最適なものに変えていきたいと考え

ている。 
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     図表Ⅵ‐13：グローバル人材戦略が目指す姿 

     出所：パナソニック㈱「グローバル競争を勝ち抜く人材戦略」 

 

 グローバル人材戦略の実現に向けたプラットフォーム構築においては、7 つの施策を

推進している。7 つの施策は、経営理念・コンピテンシーの徹底、報酬マネジメント、

グローバルグレード、パフォーマンスマネジメント、ジョブポスティング、グローバル

人材データベース、従業員意識調査（EOS）である。 

 経営理念・コンピテンシーの徹底においては、国籍や人種などバックボーンの異なる

メンバーとの協働には、価値観の行動レベルでの共有が重要であり、社員が共通のベー

スとして意識をもつために、コンピテンシーの徹底を図っている。また、経営職におい

ては、グローバルグレードを共通化しているが、役割を測る「共通モノサシ」としての

グレードを段階的に導入している。さらに、ジョブポスティング制度を導入し、グロー

バルに、パナソニックグループにおけるオープンポストを公募している。この制度では、

国、法人に関係なく全社員が応募できる。 

 こうしたグローバル人材戦略は、グローバル人事部が推進しており、地域統括会社を

核に、世界 6 地域統括の人事部門と連携しながら推進している。現在、グローバル人事

部長はインドに駐在している。 

  

 
171



  

 

178 

3. 企業ヒアリング調査からの事例 

3.1.  調査概要 

 本調査は、企業の人事ご担当の方に対面でヒアリング調査を実施し、経営環境が大き

く変わるなかで、いわゆる日本的雇用慣行が、どのように変容しているかの事例や個人

の自律を促進するキャリア形成への取り組み等、具体的な事例の収集を目的に実施した。 

 

【調査対象】 

 

 ヒアリング調査においては、以下の人材研究会委員企業のご協力を得て実施した。 

 

キヤノン株式会社 

ダイキン工業株式会社 

富士通株式会社 

日産自動車株式会社 

 

【調査時期】 

 

  2017 年 11 月 

 

【調査項目】 

 

 ① 経営環境の変化に対応して、日本的な仕事とキャリア管理（日本的雇用慣行） 

   をどのように変容させているか 

 ② 個人の事情や能力に配慮したキャリア形成や人事制度への取り組みについて 

 ③ 日本的な仕事とキャリア管理（日本的雇用慣行）の変容が「稼ぐ力」に与える

影響について 

 ④ メンバーシップ型雇用システムについて 
 

3.2.  ヒアリング調査まとめ 

(1) 日本的雇用慣行の実態 
 いわゆる日本的雇用慣行が、企業の中でどのように維持されあるいは変容しているか

という問題意識から、「採用方法」「長期継続雇用」「年功による賃金制度」「昇進・

昇格」「配置転換・転勤」について実態把握を行った。 
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 本調査では、主に正規社員の雇用における日本的雇用慣行の変容について各企業がど

のような対応を行っているかについてヒアリングを行った。ヒアリング調査に御協力頂

いた企業は、日本を代表するグローバル企業であり、大企業での取り組みが中心となる。 

一般的に言えることは、こうした企業は、日本の社会や企業風土に適合する日本的雇用

慣行を維持しつつ、グローバル化の進展、技術革新や社会環境の変化の中で日本的雇用

慣行を変容させている。 

 
① 採用方法 

採用の中心は計画的、安定的に人材を確保することができる新卒採用 

 

 ヒアリング調査を行った 4 社とも、採用に関しては、新卒採用をベースに中途採用も

行っている。新卒採用と中途採用の割合については、大多数を新卒採用で行っていると

ころと、中途採用の割合を高めているところなどの違いが見られた。 

 新卒採用がベースとなっている理由は、中途採用の人材市場が未発達な日本では、優

秀でコアとなる人材を計画的、安定的に一定量確保し育成していくためには、新卒採用

が重要な採用方法であり、今後も新卒採用が中心となっている。また、安定的に採用を

継続することで、人材を輩出する大学との信頼関係を構築することも重視している。 

 中途採用は近年増加しているが、この背景には、グローバル化が進み海外拠点が拡大

していることや急速な技術革新の進行等に対して、自社内にいる人材だけでは対応でき

なくなっていることがある。新卒採用だけに頼っていては、育成に時間がかかり変化の

速度に対応できないため、新しい技術やサービス等での能力や実績を持った人材、即戦

力で活躍できる人材の確保が喫緊の課題となっている。 

 
② 職務限定、勤務地限定 

正規社員の総合職は勤務地限定や職務限定での採用、人事管理を行っていない 

 

 4 社とも、正規社員の総合職では、勤務地限定や職務限定での採用、人事管理を行っ

ていない。中途採用者は、職務を限定して採用するが、入社数年後には必要に応じて別

の部門に異動させることは一般的であり、厳密な意味での職務限定ではない。また、リ

ーダークラスの人材に関しては、職務を限定せずに様々な職種を経験させたほうがよい

という考えもある。ただ、非常に専門性の高い職種、例えば法務や知財などでは、職務

限定の社員を活用している例も見られる。 
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③ 配置転換・転勤 

配置転換・転勤は原則会社命令が一般的 

 

 日本的な雇用慣行の特徴の一つといわれる会社命令による配置転換・転勤に関しては、

辞令一本でどこにでも行かされることは少なくなっている。上司と本人の面談等を通じ

て、家庭の事情や本人の希望などを配慮するケースが多くみられるが、最終的には人事

権を持つ会社の命令を優先している。 

 配置転換・転勤制度は、職務や勤務地を限定しない日本的雇用慣行と大きく結びつい

ている。職務を限定せずに新卒で人材を採用し、簡単な職務から段々と難しい職務や

様々な職務を経験させて、人材を育成する方法では、会社命令による配置転換や転勤が

重要な位置づけを占めていることが、ヒアリング調査やアンケート調査から知ることが

できる。一方、ジョブ型雇用と言われる欧米型のポストに紐づいたポスト型雇用では、

配置転換・転勤は原則できない点が、日本的雇用との大きな違いである。 

 
④ 長期継続雇用 

社員の雇用を守る長期継続雇用が維持されているが、一方で実績、成果などが強く

もとめられている 

 

 4 社とも、社員の雇用を守る長期継続雇用を連綿と維持している。多くの企業は、雇

用を守ることで、社員が安心して仕事を行い、その能力を発揮して会社に貢献してもら

いたいと考えている。特に、正規社員として採用した人には、社内で一定の職務が確保

されている想定で、職務の変更を伴いながら、長期にわたる貢献を期待している。日本

では、従業員の雇用を守ることが会社の重要な責務であり、従業員が会社のために働こ

うという意欲に繋がっていると考えられている。しかしながら、企業は長期継続雇用を

守るだけでなく、社員に対して、生産性を向上させ、成果を出して、会社の業績に貢献

することを強く求めており、従業員は業績や成果を厳しく評価されている。一方で、社

員本人の意志で外部への転職を否定するものでもなく、日本の労働市場はもっと流動化

して、転職市場が活性化する必要もあるという意見も聞かれた。 

 キヤノン㈱の場合には、「実力終身雇用」という考えに基づき、終身雇用と実力主義

の両方を達成するために、人事制度の改革を行ってきた。雇用を大切にして終身雇用は

守るが、生産性の向上や会社への貢献など成果を重視する実力主義をとっている。ダイ

キン工業㈱の場合は、「人に基軸を置いた経営」に基づき、一人ひとりの総和が会社の

発展の基盤に立ち、オイルショックやリーマンショックの時にも、経営の意志でリスト

ラを行わず、雇用を守ってきた。そのため、60 歳以上の再雇用制度を、1991 年から取

り入れるなど、人事制度も長期雇用を前提に構築している。また、職務がなくなった際

も、会社内での転用により雇用を守ることを行っている。雇用を守るために、配置転換
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や転勤などの、社内で転職する仕組みを整備していることも、日本的雇用慣行の特徴と

いえる。 

 企業が長期継続雇用を維持していく背景の一つには、日本では、雇用を守る会社が良

い会社で、雇用を守ることが、働く人の意欲やエンゲージメントに繋がっているという

考えが、働く人の意識や社会通念の中に根強くあるものと思われる。 

 
⑤ 賃金制度 

年功（勤続年数や年齢）によらない成果や実力に基づく賃金体系が主流となる 

 

 日本的雇用慣行で、最も大きく変容している点が、年功による賃金制度といえる。 

ヒアリング調査を行った 4 社とも、年功序列による賃金制度をとっているところは見ら

れない。全社の共通点としては、年齢、勤続年数等により一律的・自動的に昇給する制

度を見直し、役割や成果などの納得性のある評価基準による賃金体系をとっているが、

賃金制度は企業によりそれぞれ独自のものになっている。 

 職能給から年功によらない実力主義に基づく賃金体系の例が役割給制度である。キヤ

ノンでは、伝統的な実力主義の下、職能給から年功によらない役割給に移行した。役割

給は、仕事基準の職務給の一種であり、賃金は社員の役割、個人の成果、会社の業績を

反映して決められている。役割給は、仕事に支払う賃金という考えから、役職手当、家

族手当、住宅手当、食事補助など日本的なフリンジベネフィットを廃止している。 

 日産自動車では、職能給でも職務給でもない、役割給を取り入れた役割職能給とコン

ピテンシーを重視した賃金体系をとり、コンピテンシーの向上に応じて昇給する仕組み

をとっている。 

 一方、富士通は、職能給をベースにしており、勤続年数や年次による年功部分を廃止

しているものの、人は経験を積むことにより成長するという考え方から、ある程度は経

験や年次を加味することも必要であるとしている。 

 アンケートの従業員調査においても企業と同様に、賃金や昇進・昇格については、年

次や勤続年数によらずに、成果や実績を重視することが必要であるという意見が大半を

占めており、賃金制度における年功序列の考えは、企業だけでなく従業員においても変

容している。 

 
⑥ 昇進・昇格 

昇進・昇格では後輩が先輩を追い越すことは通常のこととなっている 

 

 昇進・昇格においても、年功的な昇進・昇格から、意欲があり能力がある人を昇進・

昇格させる傾向が強くなっており、年次や勤続年数などの年功序列が徐々に崩れている

のが実態といえる。 
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 ダイキン工業の事例では、勤続年数に関係なく、意欲があり能力のある若手の人材を

抜擢して登用している。若手の人材は能力があっても経験がないという弱みがあるが、

経験のない部分は、回りの人がサポートする「コアマン（若手人材）とサポーター（経

験のある人材）」という仕組みを作って若手の活躍を促進している。こうした背景には、

急激な技術革新やパラダイムシフトが進む中、これまでの経験や培ったスキルが役にた

たなくなるという現実がある。 

 日産自動車の事例では、新卒でのスタート時は、全員が同じ等級であるが、2 年目か

ら人事評価により、昇格スピードも一人一人異なり、年次に関わらず評価の高い人が昇

進していき、上司と部下の年齢の逆転は珍しいことではなくなっている。アンケートか

らも、従業員においても賃金と同様に、昇進・昇格での年功意識は薄くなり、成果や業

績を重視する意識は強くなるという結果となっており、年功序列が徐々になくなりつつ

ある。 

 
(2) 個人の事情や能力に配慮したキャリア形成 
① キャリア管理 

 キャリア管理において各社に見られる共通点は、社員のキャリア自律を重要なテーマ

として捉えており、社員自らがキャリアを自分のこととして、将来どうあるべきかを考

えさせることを重視している。社員自らにキャリアを考えさせる方法を取ると同時に、

全てを個人にまかせるのではなく、社員に考えさせながら、会社が計画的に個人のキャ

リア形成を支援していく方法が一般的に取られている。多くの企業は、自己のキャリア

を棚卸して考えることも重要な点としている。また、個人のキャリア形成を支援するた

めに、全社的にキャリアカウンセラーやキャリアコンコンサルタントなどの専門家を配

置し、個人的なキャリアカウンセリングや上司と部下のコミュニケーションの活性化等

を図っている点も共通している。また日本の企業は、新卒採用で学生を採用し企業が主

導する体系的な育成プログラムを新入社員から中堅社員になるまで受動的に受けるの

が一般的であるが、会社が用意する教育プログラムの中で育成することは、社員が自分

のキャリア形成を自ら考えず受け身になってしまう懸念があるという意見も聞かれた。 

 各社とも、部下に自己のキャリアを自分で考えさせるために、上司の役割を非常に重

視しており、部下と上司が密にコミュニケーションをとる機会を設けることや部下のキ

ャリア自律を支援するためにマネジメント研修を実施するなど、管理職の育成にも同時

に力を入れている様子が窺えた。 

 企業は、個人が主体的に自らのキャリアを考え、その実現に向けた支援を効果的に行

っていくことを重視しているが、職務や勤務地が無限定で、複数の職務、勤務地を経験

することで従業員のキャリア形成を行う日本の企業において、従業員の自律的なキャリ

ア形成に、個人の意思や意向をどこまで反映していくかは今後の課題となる。 

 また、キャリアコースに関する人事制度においては、ヒアリング企業では単線型の人

事制度が多くみられる。管理職のライン管理職以外に専門職コースを持っている企業に
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おいても、社員が制度自体を充分に理解できていないことや専門職コースを選択する社

員が少ないことが課題となっており、複線型の人事制度がまだ十分に浸透していないの

が実態といえる。 

 日産自動車がとっている複線のキャリアパスは以下のとおりである。 

 

日産自動車：複線のキャリアパス 

 キャリアパスに関しては、個々人の希望と適性に応じて、企業全体のビジネスに

貢献するビジネスリーダー、特定の部門運営に貢献するファンクションリーダー、

特定の部門運営に貢献するエキスパートリーダーの 3 つのリーダーを目指した人財

育成を行っている。 
 
② 社員に自らキャリアを考えさせる取り組み 

 社員に自律的なキャリアを考えさせ形成させていく事例として以下のような取り組

みがなされている。 

 キヤノンのケースでは、職務にチャレンジしたい社員に機会を提供するだけでなく、

募集する職種に未経験でも応募することができ、チャレンジする職種の研修を受けたう

えで新しい職種に移れるよう支援を行っている。富士通のケースでは、社員が長期的な

視点で自己のキャリアを考え、キャリアコースに沿って計画的にスキルアップ行う施策

を講じている。また、ダイキン工業では、社員が自己の職務履歴書を毎年データベース

に記述する方法をとっており、社員が自分のキャリアを振り返るよい機会となっている。 
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キャリアマッチング制度：キヤノン 

 新たな職種にチャレンジしたい社員（キャリアチェンジ）が、事業部門の募集す

る職務（例えば、ソフトウエア技術者、メカ技術者、法務スタッフなど）に応募

して、審査を経て新職場に配属される仕組みである。 

 本制度の最大の特色は、募集する職種に未経験でも応募できることであり、応募

者に対して会社は「学び直し」の機会として 1～5 カ月の研修を提供する。 

 対象者は、募集の職種にすぐに異動するのではなく、研修期間は現在担当してい

る職務から離れて一定期間適性をみながら研修を受ける仕組みとなっている。 

 学び直しのリカレント教育を、会社が提供するという全く新しいキャリア形成の

手法であり、社員の挑戦意欲の喚起につながっている。 

 

職務履歴書のデータベース化：ダイキン工業 

 社員が自己の職務履歴書を毎年データベースに記述する取組みを行っている。そ

のなかで、自分がやりたいこと、海外勤務の希望などのキャリア形成や家族のこ

となどを自己申告できる仕組みを作っている。 

 上司や人事部門が自己申告に全て目を通すルールになっており、上司との対話の

きっかけとなるツールとしても活用している 

 

キャリアフレームワーク：富士通 

 SE（システムエンジニア）のキャリア形成において、人材育成フレームワークの

キャリアフレームワークを導入している。新人社員研修以降、トレーニーからプ

ロフェッショナル認定までのキャリアコースに沿って、計画的にスキルアップを

図る仕組みである。 

 キャリアフレームワークの各段階の認定を取得するため、各キャリアに必要な研

修の受講、外部資格等の取得を計画的に行っていく。 

 キャリアフレームワークを進めるに当たり、本人と上司が面談を行い、自己分析

を踏まえてどのようにレベルアップしていくかを、OJT や研修等を活用した具

体的な能力開発計画を立て、マイルストーンを置いて目標に向けて研鑽してい

く。 
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【自己申告制度】 

社員自らが希望する仕事にチャレンジする仕組みとして、4 社とも FA 制度と社内

公募制度を持っている。社内公募制度は、人材を必要とする部門が社内で募集を行い、

その職務を希望する人が、上司を通さずに自由に応募できる制度である。社内公募で

異動する人数は、4 社ともおおよそ年間 100 名前後となっている。FA 制度は、社員

自らが希望する仕事にチャレンジする制度であるが、FA 制度で異動する人数があま

り多くないのも、4 社に共通している。 

 
③ 社員自らのキャリア形成への取組み 

 自らがキャリア形成を行うために自己投資を行う社員は、どの会社にも多くみられる。

社員の自己研鑽に関しては、全社とも原則自己負担であるが、会社が推奨する資格を取

得した場合には補助する仕組みを持つ企業も見られる。 

 働き方改革が進む中で、残業時間が削減された分、余裕の時間の使い方として、会社

として自己研鑽することや変身力をつけることを奨励する以下の事例もある。 

 

学び方改革（土曜研修トライアル WEL＊Weekend Learning）：キヤノン 

 土曜日に会社が、社員の自己啓発のための研修を実施するもので、上司の承認

は必要としない。受講料は無料であるが、参加交通費等は自己負担になり、休

日に自分の意志で参加することもあり、意欲の高い人が参加している。 

 学び方改革は、働き方改革の第 2 ステージという位置づけである。社員自らが

主体的に働き方改革を行うように、社員の主体性や自立感を誘発する学び方改

革を行い、社員の「やるぞ感」につなげたいと考えている。 

 研修分野は現在以下の 3 つのコースがあり、受講形式は研修所での教室形式と

遠隔教育方式を併用している。 

職種転換系：ソフトウエア人材育成 

意識転換系：自律型人材育成 

英語学習：TOEIC 受験者への学習アドバイス 

 
(3) 日本的な仕事とキャリア管理の変容が「稼ぐ力」に与える影響について 
 日本的な仕事とキャリア管理、いわゆる日本的雇用慣行を変えることが、「稼ぐ力」

にどのような影響を与えているかという質問に対しては、以下の意見が聞かれた。 

 日本的雇用慣行については、長期継続雇用や新卒採用など一定程度は維持しつつ、時

代の変化に対応して、短期の抜本的な変容ではなく時間をかけて変容させてくという考

えが見られる。雇用の安定や社内でのキャリア形成を維持することが、社員のエンゲー

ジメントの向上、業績の向上に繋がるものである。 
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 日産自動車はグローバルな製造業であるが、処遇制度は日本的なメンバーシップ型を

残している。モノづくり部門では、メンバーシップ型が機能しやすい部門である。自動

車のようなすり合わせ型産業では、他との調整や協力など、チームワークやコミュニケ

ーションが重要な要素であり、職務を明確に定義するジョブ型雇用では機能しにくい面

がある。 

 しかし、一方では、グローバル化の進展・急速な技術革新の中で、オープンイノベー

ションに取り組むには、日本的雇用慣行、処遇制度を環境変化に適応して変容させて、

「稼ぐ力」を向上しなければならないという危機感を持つ企業もある。 

 総じて、ヒアリング企業においては、日本的雇用慣行を否定する意見はなく、「稼ぐ

力」を維持し強化するために、日本的雇用慣行の良い面、すなわち、今の企業経営にお

いて必要な部分を維持し、時代に合わなくなった部分を改革していくという考えが主流

となっている。 

  
(4) メンバーシップ型雇用管理について 
 全社とも、現在の日本社会では、期限を定めない雇用を前提としたメンバーシップ型

雇用が、モノづくりなどの擦り合わせやチームワークでの業務に適しており、社員のエ

ンゲージメントを高め、会社の業績向上につながるものとして評価している。特に、自

動車産業などの製造業では、産業のすそ野が広くシステム化されており、従業員一人一

人がそれぞれの役割を果たしていくことが求められ、会社として共通の目標に向かって、

全員が協力して成果を出していくには、主としてメンバーシップ型の方が機能すると考

えられている。また、外資系企業のように、期限を限定した雇用は、優秀な人材の流出

につながる可能性があり、日本企業では、期限を定めない雇用にするほうが、社員のエ

ンゲージメントは高くなるという意見も聞かれた。 

 一方、グローバル化を推進する中で、欧米企業との競争や世界的な人材獲得競争に勝

ち抜くためには、これまでの雇用制度に拘わることなく、グローバルに通用する新しい

人事制度を将来的には追求する必要があるという意見もある。さらに、日本のメンバー

シップ型雇用のもとで、人材にミスマッチが生じた場合、社員を解雇することが厳しい

実態がある。一方、欧米型の職務内容を限定するジョブ型は、働く人を不安にする要素

もあり、緊張感を持ってエンゲージメントを維持できるような、緩やかなジョブ型雇用

を今後考えていきたいという意見もある。また、非モノづくり部門の財務や知財などの

専門性が高い部門の職務は、ジョブ型が機能するので、メンバーシップ型とジョブ型を

組み合わせて活用していくことも必要であるという意見も聞かれた。 
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3.3.  キヤノン株式会社 

(1) 日本的雇用慣行の変容の実態 
① 採用方法について ～新卒採用が中心～ 

 新卒採用が中心であるが、キャリア採用は従前より実施している。新卒採用とキャリ

ア採用との割合は、9：1 で新卒が多くなっている。キャリア採用は、職種を限定して採

用しているが、途中で部署を異動させることもあり、全体的にはメンバーシップ型の雇

用といえる。 

  
② 長期継続雇用について ～実力終身雇用制度の導入～ 

 終身雇用と実力主義が並存する「実力終身雇用」という考えに基づき、終身雇用と実

力主義の両方を達成するための人事制度の改革を行ってきた。企業として、雇用を大切

にして終身雇用は守るが、一方で、生産性の向上や会社への貢献など成果を重視する実

力主義でもある。日本的な終身雇用と成果主義をミックスした制度であり、2000 年代

に入り本格的に取り組んできた。これにより、人事制度には役割給制度が導入され, 自

動定期昇給の廃止、目標管理制度に代わり「役割達成度」と「行動」を評価する評価制

度の導入、退職金制度のポイント制への移行、 職務とは関係のない手当や福利厚生の

廃止などの改革がなされた｡ 

 
③ 配置転換・転勤 ～社内公募制度で人材の流動化・活性化を図る～ 

 正規社員に関しては、総合職、一般職の区別がなく、勤務地限定の制度はない。 

配置転換・転勤は原則会社の指示に従うものである。キヤノンは、社員のキャリア自律

を重視しており、キャリアマッチング制度（社内公募制度）を設けて、適材適所の人材

配置や人材の流動化・活性化を図っている。募集職種は社内イントラネット上で公開さ

れ、社員が直接応募することができる。 

 職務分掌規程は、管理職と一般職で分けており、管理職には責任範囲を具体的に示し

ているが、一般職は、コアの業務と周辺業務を併せて記述している。 

 
④ 賃金制度 ～役割と成果重視の役割給制度への変容～ 

【役割給制度】 

 キヤノンには、古くから会社の行動指針の中で、学歴・年齢・性別による差別の

ない、実力主義賃金の伝統がある。2001 年には管理職に、2005 年には一般社員に、

報酬制度が職能給から年功によらない役割給へ移行した。報酬制度の改革は、仕事

の成果を重視する「仕事基準」の職務給の一種である役割給15に賃金制度を変えた。

                                                 
15役割給制度：それぞれの役職や仕事に求められる「役割」の大きさに応じて等級を設定し、その役割を担当する

社員の格付けを行う制度。（出 所：日本の人事部） 
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その一方で、企業として雇用を大切にするという立ち位置を守り、終身雇用を重要

な人事制度としている。報酬は、職務（仕事の分野）と責務（責任のレベル）から

成り立つ個人の役割と成果を重視する制度となっている。 

 

 賃金は、①役割、②個人の成果、③会社業績を反映して決められる。賃金制度は、人

事アセスメント制度、役割等級制度、人事評価制度の 3 本柱から構成されている。 

 下図は、キヤノンの役割給制度を図示したものである。 

 

 
         図表Ⅵ‐14：役割給制度 
         出所：キヤノン「キヤノンの人事制度・キャリア管理」 

 

 職能資格制度（1967 年～2001 年）から役割等級制度への変容には、以下のような背

景があった。 

 仕事と賃金が一致しなくなった。 

 能力を年齢や経験で測るようになった 

 業績と関係なく人件費が上昇し続けている 

 

【役割等級制度】 

 役割等級制度ではポジション・職務で等級を決定している。一般職員のグレード

は 4 つあり、上位のグレードへの昇級には昇級試験を実施している。試験は 1 次、

2 次まであり、対象者の評価は、部門の上司による縦の評価だけでなく、1 次試験

通過者の面接を行い、会社全体を横串で見ることにより、全社員が共通に持つべき

スキル、ノウハウを評価している。またグレード間では昇級だけでなく降格がある。 
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【人事評価制度】 

 人事評価の評価要素は、一般職の場合、役割達成度（アウトプット、プロセス）

と行動（仕事をする個人としての行動、組織人としての行動、社会人としての行動）

から評価している。評価ランクは相対分布で決定され、評価結果は年に 1 回本人に

フィードバックされる。管理職は業績目標達成度とプロセス・行動を評価している。 

 

【新賃金体系の方向性】 

 新賃金は、年功による賃金体系から役割と成果に基づく賃金体系へと大きな転換

している。新しい賃金体系の方向性は、以下の 3 つの命題を満たすものとなる。 

   Ⅰ 機会均等を踏まえた公正・公平な賃金体系 

   Ⅱ 賃金制度を硬直化させる定期昇給制度の改廃 

   Ⅲ 国際的に競争力があり理解される賃金制度 

 

 給与は役割給であり、賃金は仕事に払うものであるという考えから、役職手当、

家族手当、住宅手当、食事補助、特別作業手当などは廃止した。背景には、経営の

グローバル化を推進するために、グローバルに通用する基準を取り入れていくこと

にあり、海外では上記のような手当を設けていない。 

 

【人事アセスメント】 

 昇進・任用にあたり能力・適性を事前に評価している。しかしアセスメント測定

や上のグレードに上がるための試験の合格は、任用の必要条件ではあるが、直接に

は昇進には繋がるものではなく、昇進・任用には具体的な成果が重要な要件になる。 

 
(2) 個人の事情や能力に配慮したキャリア形成や人事制度の取り組み 
① キャリア支援における個人支援と組織支援 

 キヤノンのキャリア形成は、個人支援と組織支援（組織開発）の 2 軸で行っている

（図表Ⅵ‐15 参照）。個人のキャリア形成支援では、研修部門（人材開発部門）と相談

部門（ヒューマンリレーションズ推進部門）の両輪による総合的なキャリア形成支援を

行っている。 
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        図表Ⅵ‐15：キャリア形成サポート 

出所：キヤノン「キヤノンの人事制度・キャリア管理」 

 

 研修部門は、2005 年からキャリア形成制度として「キャリアマッチング制度」「キ

ャリア形成支援面談」を実施してきたが、2016 年から新たに「研修型キャリアマッチ

ング制度」を創設した。 

 この制度は、新たな職種にチャレンジしたい社員（キャリアチェンジ）が、事業部門

の募集する職務（例えば、ソフトウエア技術者、メカ技術者、法務スタッフなど）に応

募して、審査を経て新職場に配属される仕組みである。このキャリアマッチング制度の

最大の特色は、募集する職種に未経験でも応募できることであり、応募者に対して会社

は「学び直し」の機会として 1～5 カ月の研修を提供する。対象者は、募集の職種にす

ぐに異動するのではなく、対象者は、研修期間は、現在担当している職務から離れて、

一定期間適性をみながら研修を受ける仕組みとなっている。学び直しのリカレント教育

を、会社が提供するという全く新しいキャリア形成の手法であり、社員の挑戦意欲の喚

起につながっている。 

 一方、相談部門では、専任のキャリアカウンセラーが直接話を聴き、相談者に「気付

き・内省」を深めるカウンセリングを実施する。カウンセリングは、コーチングの考え

かたで、本人が潜在的に持っているものを引き出すことを支援する。キャリアカウンセ

ラーには、産業カウンセラーの資格を持つ人がついているが、メーカーであり技術者が

多いため、カウンセラーは、技術系でカウンセリングマインドを持つ人が担当している。 

＜キャリア形成サポート＞ 
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 キヤノンのこうした取組みに対して、従業員の自律的なキャリア形成支援の模範とし

て、厚生労働省からグッドキャリア企業アワード 2016 大賞を受賞した。評価のポイン

トは、研修の主担当である人材開発部門とカウンセリングを主担当とする相談部門が双

方からキャリア形成をサポートしている点である。 

 
② 学び方改革 

 働き方改革が進む中で、社員には残業が削減された分、業務終了後の時間的な余裕が

でてきた。余裕の時間の使い方は人によりそれぞれあるが、会社としては自己研鑽をす

ることや変身力をつけることを奨励している。 

 働き方改革の一環として、最近、新しい学び方改革の施策を打ち出した。具体的には、

「土曜研修トライアル WEL＊Weekend Learning」」という土曜日に会社が、社員の

自己啓発のための研修を実施するもので、上司の承認は必要としない。受講料は無料で

あるが、参加交通費等は自己負担になるが、休日に自分の意志で参加することもあり、

意欲の高い人が参加している。この制度は、2017 年にスタートした新しいものである

が、研修機会を提供する選択肢のひとつになるものと考えている。 

 学び方改革は、働き方改革の第 2 ステージという位置づけであり、働き方改革により

研修に割り当てる時間の余裕が少なくなっている傾向にある。そこで、社員自らが主体

的に働き方改革を行うように、社員の主体性や自立感を誘発する学び方改革を行い、社

員の「やるぞ感」につなげたいと考えている。 

 研修分野は現在以下の 3 つのコースがあり、受講形式は研修所での教室形式と遠隔教

育方式を併用している。 

 

 職種転換系：ソフトウエア人材育成 

 意識転換系：自律型人材育成 

 英語学習：TOEIC 受験者への学習アドバイス 

 
③ 組織支援活動の展開 

 キャリア支援活動においては、個人の支援以外にも、組織単位での支援を行っている。

具体的には、人事本部に CKI（Canon Knowledge-intensive staff Innovation）16活動

を行う専任の社内コンサルタントを作り、全社的に組織開発活動を行っている。この取

組みでは、組織活動を支援する社内コンサルタントを 1 年間にわたり各部署に派遣し、

上司と部下のコミュニケーションの活性化や各部署が必要とする研修の開催、ES 調査

                                                 
16ＣＫＩ（Canon Knowledge Intensive Staff Innovation Plan）活動：管理職が中心となり、チーム内で、各テー

マ別、担当別の進捗状況、負荷状況を「見える化」することで、情報を共有し、問題解決につなげていくことを目的

とする。出所：http://www.jil.go.jp/event/ro_forum/20110302/houkoku/03_kanou.html 
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を分析し組織課題を部署の責任者にフィードバックするなど、部署のメンバーに内面的

な気づきや組織の課題を提示している。 

 
(3) メンバーシップ型雇用制度について 
 当社は、実力主義に基づく、終身雇用を前提に社内流動性を最大限に高めるべく、キ

ャリア支援と人材育成を行っている。どちらかといえばメンバーシップ型の雇用制度を

取っているといえる。 
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3.4.  ダイキン工業株式会社 

(1) 日本的雇用慣行の変容の実態 
① 採用方法 ～国内では新卒採用が人材獲得の中心～ 

 国内の採用は新卒採用が中心であり、ここ数年は一定数の採用を続けている。日本 

の人材市場では優秀な人材を企業が新卒で採用して長期雇用する慣習があるため、当社

も新卒採用が基本となっている。また、安定的に採用を継続することが人材を輩出する

大学側との信頼関係構築に繋がる。 

 キャリア採用にも力を入れており、求めるスキルや経験が複雑化したピンポイントの

採用も増えている。新卒採用数とキャリア採用数は、およそ 4：1 の割合になっている。 

 グローバル化が進む中で、海外拠点の人員が急速に拡大している。拠点側の事業拡大

だけでなく、海外で採用した優秀な人材や海外の現地拠点の社員を、日本本社に配属し

てグローバル人材として責任ある仕事を任せるケースが出てきている。従前の人材獲

得・育成は、日本人に力点が置かれていたが、外国人も含めグローバルに、人材の活用、

育成、配置を進めるように変わってきている。 

 グローバルに人材活用を行うようになると、海外拠点の人材にとってもチャンスが与

えられるため、会社へのロイヤリティやモチベーションが上がり、そのことが現地の事

業拡大に繋がることが期待される。中長期的には、日本人が外国人と切磋琢磨する状況

になっていくと思われる。 

 現在、幹部人材の研修においても、日本人の研修に加えて外国人の研修に力を入れて

いるが、今後は日本人と外国人を区別せずに一体で実施することも検討している。外国

籍の優秀人材は、自らの意見をはっきりと主張しながら議論をすることに長けている人

が多いなど、日本人と違う特徴がある。異文化コミュニケーションを苦にせず、グロー

バル事業拡大に貢献できる日本人幹部人材の育成にも効果が期待できる。 
 
② 職務限定・勤務地限定 

 勤務地限定の雇用形態は、正社員には適用していない。当社では 2001 年に女性活躍

推進などの観点でいち早く一般職を廃止しており、勤務地は限定していない。 

 新卒採用での職務限定の採用については、一部の職種で行っている。例えば、法務や

知財関連の専門性が強い職種は、新卒採用でも職務を限定して採用している。また、コ

ンタクトセンターなどに勤務する社員は、入社時の配属先は限定しているが、他の社員

と同様に総合職であり、入社数年後から配置転換も行っており、海外赴任などグローバ

ルなキャリアパスの形成も可能となっている。 

 
③ 配置転換・転勤制度 ～原則会社命令、個々人の事情にも対応～ 

 配置転換、転勤は、原則、会社命令になっているが、個々人の事情も考慮して対応し

ている。年 1 回自分の希望や家族事情を自己申告する機会があり、その内容を精査して
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個別対応の要否や内容を決定する。個別対応が必要ないと判断した場合は、本人の適性

と育成を考慮して、事業上のニーズを踏まえた異動計画に反映させている。 

 異動については、一律的・定期的に職場を変わるジョブローテーションは行っていな

い。個々人の成長のためにも、一人ひとりの特性にあわせたキャリアパスが必要と考え

ている。例えば、あまり異動しない人もいる一方で、例えば技術系から人事部門や企画

部門への異動など、大きな異動を経験する人もいる。 
 
④ 長期継続雇用 ～「人を基軸に置いた経営」がベース～ 

 当社には人に関する理念があり、「人を基軸に置いた経営」と称している。「一人ひ

とりの成長の総和が会社の発展の基盤」という考え方。企業の競争力の源泉は、働く「人」

の力であり、「人の持つ無限の可能性」を信じて経営が行われている。 

企業と個人は、対等な立場で互いに選択し合った関係であり、会社が一人ひとりに 

様々なチャンスを渡し、それぞれが成功や失敗を経験しながら成長していくという考え

方。一方で、経営環境が厳しい時、例えば過去のオイルショックやリーマンショックで

も、他の大手企業が早期希望退職などに踏み切る中、経営の意志でリストラを一切行わ

ず、雇用を守ってきた。また、60 歳以降の再雇用制度を 1991 年にいち早く取り入れる

など、人事制度も長期雇用を前提として構築されている。 

 社員一人ひとりの雇用を守り、成長を促すためには、会社の業績を上げていくことが

必要である。逆に、社員一人ひとりがモチベーションを保ち、能力を発揮して成長すれ

ば、自ずと業績が上がり、雇用に関する心配もない。企業と個人は、対等な立場で互い

に選択し合った関係であり、こうした考え方や企業風土に賛同して「実行に次ぐ実行」

で活き活きと挑戦し続ける人たちの集団であり続けたいと考えている。 

 
⑤ 賃金制度 ～グループの総合力を最大にする人事・処遇制度～ 

 賃金に関しては、いわゆる年功序列制ではなくなっている。2000～2002 年に人事制

度の抜本的な改革を行い、従来の能力主義に加えて、公平な処遇を行う成果主義の導入

により、より貢献する人に報いる処遇体系となっている。年齢、勤続年数、家族数など、

一律的・自動的に昇給する賃金項目を見直し、より納得性のある体系を目指したもの。

同じタイミングで、基幹職への年俸制の導入も実施した。 

 
⑥ 昇格・昇級 ～若手を抜擢する企業風土がある～ 

 年齢や性別や国籍に関係なく、意欲があり能力のある人を、抜擢して役割を任せてい

こうという考えである。若手の人材であっても、意欲が高く有能な人は、知識や経験が

十分になくとも仕事を任せるようにしている。若手人材（コアマン）の知識、経験が不

十分な部分は、回りの人がサポートする「コアマンとサポーター」という考え方を取っ

ている。また、従来から役職、資格、年齢などを問わず、もっともふさわしい人材をリ
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ーダーに登用しているが、昨今では、技術革新のスピードが益々上がりパラダイムシフ

トが進む中、これまでの経験や培ったスキルが役に立たないケースが出てきている。そ

うした場合は、若手の優秀な人材を抜擢している。 

 
⑦ 評価制度 ～複数のマネージャーによる評価～ 

 評価制度は、複数の部長・課長により評価する方法をとっている。自分の上司だけの

評価ではなく、複数の評価者が評価することで、組織全体への貢献の意欲といった「成

長」の視点を加えるほか、例えば、長期的なテーマや難しいテーマなどすぐに成果を出

せない人が不利にならないように、多面的な評価を行っている。 

 
(2) 個人の事情や能力に配慮したキャリア形成 
① キャリア管理 ～正社員全員が総合職の単線型～ 

 キャリア管理の方法は、長期継続雇用の総合職正社員を前提とした単線型となってい

る。近年は、技術革新が急速になり、AI や IoT などの専門的かつ高度な知識・スキル

を持った人材が必要となっている。こうした人材は外部から調達する必要も出てくるが、

一般の雇用契約とは異なった高い処遇、雇用期間で採用していく必要がある。 

 
② 社員自らにキャリアを考えさせる取り組み 

 上司との日頃および節目ごとの対話・コミュニケーションが施策の中心である。また、

社員が自己の職務履歴書を毎年データベースに記述する取組みを行っているが、そのな

かで、自分がやりたいこと、海外勤務の希望などのキャリア形成や家族のことなどを自

己申告できる仕組みを作っている。上司や人事部門が自己申告に全て目を通すルールに

なっており、上司との対話のきっかけとなるツールとしても活用している。 

 マネジメント層に対する研修も行っているが、部下の一般社員に自己のキャリアを自

分で考える姿勢を持たせるための様々なソフトスキルもマネジメントする側に伝えて、

職場で実践してもらうように取り組んでいる。例えば、目に見えるスキルや成果だけで

なく、本人の姿勢やベースの考え方など内側を褒めていくことなどがあげられる。 

 
③ 社員自らのキャリア形成への取組み 

 社員の会社外でのキャリア形成に関しては、社員自らが、資格取得など自主的に行っ

ており、原則は自己負担である。通信教育講座など、会社が推奨する資格取得を貫徹し

た場合には、会社が半分補助する制度もある。社員の国籍で見ると、概して、外国人社

員のほうが、キャリアアップやより高い教育への興味、意欲が高く、日本人社員への良

い刺激にもなっている。 
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(3) 日本的な仕事とキャリア管理の変容が「稼ぐ力」に与える影響について 
 グローバル化が進み、技術革新が目覚ましいなかで、イノベーションの創出、オープ

ンイノベーションに取組んでいる。こうした環境変化の激変に対して、日本的雇用慣行、

処遇制度を変容させて、「稼ぐ力」を向上させなければならないという危機感を持って

いるが、解決すべき多くの課題がある。 

 
(4) メンバーシップ型雇用制度について 
 ダイキングループは、海外売上高比率が 7 割を超え、グループ全従業員数の 8 割が海

外で働いているグローバル企業である。日本国内はメンバーシップ型雇用であるが、海

外はその地の雇用慣行にあわせて、ジョブ型雇用を取っているケースが多い。当社は、

欧米や中国のグローバル企業との競争が激しくなっており、これに勝ち続けていくため

にも、日本人及び外国人の優秀なグローバル人材の獲得・育成・活用が重要。新たな技

術分野を取り込んでいくなど、「稼ぐ力」を一層高めるためにも、これまでの雇用制度

に拘ることなく、グローバルに通用する新しい人事制度を追求し続ける必要がある。 
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3.5.  富士通株式会社 

(1) 日本的雇用慣行の変容の実態 
① 採用方法 ～新卒採用をベースに中途採用も行う～ 

  採用は、新卒採用をベースに中途採用も行っている。新卒採用は、一定の人数を確

保し、よい人材を採用するためによい方法である。中途採用については、人材市場が良

い時と悪い時があり、必要な人材を確保するには不確かな要素がある。新卒採用と中途

採用の比率は約 4：1 位である。 AI などの最先端の高度なスキルを持つ人材へのニー

ズは高いが、人材市場での獲得競争はきびしくなっている。 

 
② 職務限定・勤務地限定 

 職務限定、勤務地限定の採用は行っていない。入社後、会社で勤務している間に限定

職務、限定勤務になることは原則ない。特に、リーダークラスには、様々な職種を経験

させた方がよいと思う。 

 
③ 配置転換・転勤 ～ 配置転換、転勤は、会社の業務命令～ 

  配置転換、転勤は、原則会社の業務命令で行っている。 

 
④ 長期継続雇用 ～ 社員の能力と会社が求めることの一致が前提～ 

 長期継続雇用を否定するものではないが、長期雇用においては、社員の能力と強みを

発揮して、本人の能力と会社が求めるものが、一定程度一致していることが大前提であ

る。また、本人の意志で外部へ転職を否定するものでもなく、日本の労働市場はもっと

流動化して、転職市場が活性化する必要もある。 

 長期雇用でのシニア層への対応が課題となっている。例えば、役職離任後の仕事は、

現状継続して今の仕事をする割合が多いが、社内の別の仕事とのマッチングを考えてい

きたい、社内で転職市場を作ることができればよい。また、社内だけでなく、社外での

キャリア形成の可能性を考えることも必要である。 

 
⑤ 賃金制度 ～職能給をベースとして役割給を導入～ 

 賃金制度は、職能給をベースとしている。勤続年数や年次による年功賃金はすでにな

くなっているが、人は経験を積むことによって成長するものなので、ある程度は経験や

年次を加味したものになっている。 

 
⑥ 昇進・昇級 ～後輩が先輩を追い越すこともある～ 

 昇進・昇格では、経験年数や年次に係らず、後輩が先輩を追い越すこともある。 

降格する仕組みもあり、資格のサブグレードや資格自体が下がる制度がある。 
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(2) 個人の事情や能力に配慮したキャリア形成 
① キャリア管理  

 社員がキャリアを自分の事として、将来どうあるべきかを考えていくことが重要であ

る。将来のキャリア像を踏まえ目標（将来像）に向けて、今の業務がどういう位置づけ

や意味があるかを、考えながら日々の業務を行うかによって成長の度合いも、エンゲー

ジメントも変わってくる。将来目指す姿から、何をしていけばよいか計画性を持って育

成することが、効率的な育成方法といえる。 

 当社では、例えば、SE（システムエンジニア）のキャリア形成において、人材育成フ

レームワークのキャリアフレームワークを導入している。キャリアフレームワークは、

新人社員研修以降、トレーニーからプロフェッショナル認定までのキャリアコースに沿

って、計画的にスキルアップを図る仕組みである。キャリアフレームワークの各段階の

認定を取得するため、各キャリアに必要な研修の受講、外部資格等の取得を計画的に行

っていく。キャリアフレームワークを進めるに当たり、本人と上司が面談を行い、自己

分析を踏まえてどのようにレベルアップしていくかを、OJT や研修等を活用した具体

的な能力開発計画を立て、マイルストーンを置いて目標に向けて研鑽していく。 

 キャリア管理においては、働く価値は何かを考え、自己のキャリアを棚卸して今後ど

うすれば納得のできるキャリアを形成することができるかを考えることが重要である。

こうした取組みは、現在はシニア層で行っている。 

 近年の若手社員の中には、大学時代にキャリアについて勉強してキャリア形成に熱心

な社員もいる。また、会社の情報をうのみにして会社に人生を捧げようという社員は少

なくなっており、自分がしたいことをするために会社にいるという意識を持つ人が増え

ている。 

 副業は、キャリアを考える上でのテーマであり、キャリア自律のトリガーにもなると

思われるが、現在では副業は禁止している。ただ、60 歳以降の再雇用者については、週

の内の何日かの副業は認めている。 

 キャリアパスについては、管理職相当の資格において、「組織長」「機能マネージャ

ー」「プロフェッショナル」の区分を設けている。この制度を社員がまだ充分理解して

いないと思われ、プロフェッショナルの区分の社員は少ない。また、管理職を目指さな

い人もかなりいる。一般社員で。外部に貢献できる人が多くいることも事実であり、仕

事への動機づけにおいて、そうしたよい面を認めていくことが将来は必要である。 

 

【外部転身へのキャリア支援】 

 キャリア管理の中に、外部への転身を支援する取組みを、2000 年ころから作っ

ている。シニア層の増加に伴い、職場と協力しながら外部転身を進めている。職種

ごとに経験が豊富なキャリアカウンセラーが、希望する個々人に外部転職キャリア

面談を行っている、現在、キャリアカウンセラーは 11 名である。 
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【自己申告制度】 

 社内公募制度は 20 年程前から、FA 制度は個人の権利として 15 年程前に作られ

た。社内公募は、本人の希望で配置を変えるもので、プロジェクトベースで必要な

人材の募集を部門から出し、人事部門が募集をかけている。今までは、機会は年に

2 回あったが、近年は常時、募集を出すことができるようになった。社内公募はそ

の時により募集案件数も変わるが、毎年、100～200 名程度異動している。 

 
② 社員自らのキャリア形成への活動 

 社員の中でキャリア開発のために資格取得や MBA などに自己投資する人が見られる。 

   
(3) 日本的な仕事とキャリア管理の変容が「稼ぐ力」に与える影響について 
 日本的雇用慣行は、一定は維持するほうがよいと思われる。新卒採用は、維持してい

きたいと思っている。会社の事業は、短期間でドラスティックに変えていくのではなく、

時間をかけて変えている。そうした中で、雇用の安定感や社内でキャリアを積んでいく

ことが、エンゲージメントを向上させ、業績を向上させることにつながっていく。 

 現在、働き方改革を進めているが、長時間労働の削減だけの問題ではなく、社員が最

大限に力を発揮できる組織にして、意欲のある社員によりよい働く場を提供していくこ

とだと考えている。 

 
(4) メンバーシップ型雇用制度について 
 外資系企業のように期限を限定した雇用は、優秀な人材の流出につながる可能性があ

る。日本企業では、期限を定めない雇用にするほうが、社員のエンゲージメントは高く

なる。日本でジョブ型雇用を取り入れるのは、社会全体がメンバーシップ型雇用になっ

ているなかで、1 社だけが変えていくことは難しい。メンバーシップ型雇用では、人材

にミスマッチが生じた場合、日本の会社は社員を解雇することが難しいのが実態である。 

 ジョブ型雇用は職務をあまりに厳格に定めているところがあるのではないか。現状の

職務では、1 人の人が複数の仕事を兼務しているケースがよくあるが、その仕事ごとに、

給料を支払うことになる。60 歳以上のシニア層の雇用において、ジョブ型で仕事を明

確にする可能性はある。 

 欧米型の職務内容に関する契約は必要な面もあるが、働く人を不安にする要素もあり、

エンゲージメントを下げる恐れもあるので、緊張感を持ってエンゲージメントを維持で

きるような仕組み、ゆるやかなジョブ型の雇用を検討したい。 
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3.6.  日産自動車株式会社 

(1) 日本的雇用慣行の変容の実態  
① 採用方法 ～新卒採用と中途採用の 2 つの採用ルート～ 

採用は、新新卒採用と中途採用の 2 つのルートがある。新卒採用は事務・技術系で約

350 名、技能系約 200 名程度で、中途採用者は約 200 名程度を採用している。中途採

用の場合は、時期を決めないで通年採用を行っている。 

新卒採用は、毎年安定的にコア人財を採用、育成していくために重要である。中途採

用は、職務や専門性を重視して採用している。 

自動車業界は、電気自動車や自動運転の開発など、今までの自動車業界にはない新し

い技術を必要としている。また、車の売り方やマーケットも変化しているなかで、自動

車業界外の新しい分野で実績を持った人や即戦力で活躍できる人が必要であり中途採

用者を増やしている。 

 
② 職務限定・勤務地限定について ~職務や勤務地は限定しない~ 

新卒採用者も中途採用者も正規社員は、職務を限定した採用はしていない。中途採用

では、募集時に職務を明確にして採用しているが、雇用契約で職務を限定した採用では

ない。新卒採用者も中途採用者も、職務を限定しない同じ就業規則のもとで働いている

ので、中途採用者も最初に入った部門から、必要に応じて違う部門に異動することもあ

る。正規社員には、勤務地を限定して採用する社員はいない。 
 
③ 配置転換・転勤 ～基本的には会社命令、本人の事情も配慮～ 

従前のように本人の意向に係らず辞令一本で転勤させることはなくなっている。配置

転換や転勤は、制度上は会社が人事権を持ち会社の命令に従うものであるが、本人と上

司が面談をして、家庭の事情などを確認して、無理がないように配慮している。配置転

換や転勤において、本人の希望が会社の命令と異なっている場合、会社が本人のために

経験させたほうがよいと判断する時は、本人の意向に係らず異動させる。本人の希望が

必ずしも通るわけではなく、上司と部下が話し合いながら現実的な判断をくだしている。 
 
④ 長期継続雇用 ～人手不足の中で人材の・維持が重要～ 

日本は人口が減少しており、将来的に人材を確保していくのが難しくなることが予想

されるので、能力を発揮する人にはなるべく長く働いてもらいたいと考えている。 

正規社員として採用したということは、社内で一定の職務が確保されている想定の下

で、職務の変更も伴いながら、会社に長期にわたる貢献を期待しているということであ

る。期間を限定せずに採用し、会社の中で成長していくことを前提に、長期に働いても

らい雇用を維持していく。 
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自動車業界は、ホワイトカラーも生産現場も、全体的に人手不足に陥っている。自動

車産業は、グローバルな視点から成長する産業であり、日本でもグローバルにも人手が

足りないのが実態で、人材の確保、維持が重要な課題となっている。人材は、新卒採用

や中途採用で確保していくが、シニア人材の活躍・活用も期待している。 

日本では、従業員の雇用を守ることが会社の重要な責務であり、従業員が会社のため

に働こうという意欲にも繋がっている。雇用を守った上で、従業員のエンゲージメント

を高めるために、会社は何をすべきか、従業員は何を期待しているか、という観点で、

様々な施策に取り組んでいる。 
 
⑤ 賃金制度 ～役割職能給とコンピテンシーを重視～ 

完全な職能給でも職務給でもなく、役割職能給を取っている。ある程度役割を分類し

て仕事の難易度を分けているが、その中でもコンピテンシーを軸にして、コンピテンシ

ーの向上に応じて昇給する仕組みとなっている。 
 
⑥ 昇格・昇級 ～年次に係わりなく昇進、昇格する～ 

新卒採用者は、スタート時点では全員が同じ等級であるが、2 年目から人事評価は人

によって違ってくるので、昇格スピードも一人一人異なり、年次に係らず評価の高い人

が昇進していく。マネージャーに昇格する時にも、年次管理はいっさい行っていない。

上司と部下の年齢の逆転も、珍しいことではなく、年功序列はなくなっている。 

等級のグレードが上がる時には、人事評価と試験の両方で評価を行っている。昇進に

おいては、各部門が主体的に資格要件を判断しているが、人事も昇格試験に同席して公

正な視点で能力やスキルを評価している。 

降格人事も、業績、意欲、一定年数の同じ等級への滞留などを判断して、年齢や勤続

年数などに係らず実施している。 
 
(2) 個人の事情や能力に配慮したキャリア形成 
① キャリア管理  
日本的な雇用管理では、社内教育を通して人材を育成するのが慣行となっており新卒

採用で学生を採用し、企業が主導する体系的な育成プログラムを、新入社員から中堅社

員になるまで受動的に受けるのが一般的であるが、会社が用意する教育プログラムの中

で育成することは、社員が自分のキャリア形成を自ら考えず、受け身になってしまう懸

念がある。 

特に、当社においてはグローバルに人財管理を行っている中で、個人が主体的に自ら

のキャリアを考え、会社はその実現に向けた支援を効果的に行っていくことが非常に重

要である。キャリアの実現は個人のみならず会社にとっても重要なテーマであり、各自

の希望をベースとしながらも、会社が必要に応じて助言を行っていくことも必要である。 
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当社のキャリアパスに関しては、個々人の希望と適正に応じて、企業全体のビジネス

に貢献するビジネスリーダー、特定の部門運営に貢献するファンクションリーダー、特

定の専門領域で貢献するエキスパートリーダーの 3 つのリーダーを目指した人財育成

を行っている。 

 
【自己申告制度】 

 従業員自らが希望する仕事にチャレンジする仕組みには、FA 制度（シフトキャ

ア制度）と社内公募制度（オープンエントリー制度）とがある。FA 制度は、ポス

トの募集に関係なく自ら希望する部署や職種に自由に応募できる制度である。 

 社内公募制度は、事業部門のポスト募集を社内に掲示して、個人が自由に応募す

る制度であり、上司を通さずに直接人事部門に申告する。募集先の上司との面談を

行い、合格した時点で、現在の上司に伝えるが、上司は異議を唱えることはできな

い。社内公募では、人事部が仲介し、応募者は、応募する仕事に関連する論文やレ

ポートを書き、応募する部署と面談を行って合否を決定している。 

 社内公募では、2016 年度には 126 のポストに 205 名がエントリーし 70 名が合

格しており、年間 100 人程度が異動している。FA 制度で、異動する例はあまり多

くない。 

 

人材の育成は、各部門が計画的に育成計画を立てて実施していくことが基本となって

いる。人事部門でも、本人の希望を踏まえながら、一人一人の育成計画を作っている。

毎年、所属長が集まり、部下のキャリア形成や昇進・昇格について、話し合うキャリア

コミッティを年度の途中で開催している。そこでは、新年度の 4 月に向けて、上司間で

話し合いを行い、個々人の育成計画に基づき、異動や昇進・昇格などを検討して、決め

ていく。 

当社では、複数の業務を体験するのが一般的であり、キャリアコミッティは、個々人

の配属年数や職務履歴を見ながら、複数の上司の目をとおして、部下個々人の配属やキ

ャリアパスを検討している。社員のキャリア形成では、社員一人一人をどのように成長

させていくかを、本人だけでなく、会社が考えていくことが必要である。 

 
② 社員自らのキャリア形成への取組み 
中途採用者の中には、転職そのものを自らのキャリア形成の機会と捉えキャリア形成

を会社に依存しないケースも見受けられる。（職位が上位であるほど、その傾向は強い）。 
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(3) 日本的な仕事とキャリア管理の変容が「稼ぐ力」に与える影響について 
当社は、グローバル化において日本の企業をリードしてきたグローバル企業であるが、

処遇制度は日本的なメンバーシップ型の良さを残している。当社は製造であり、その大

半を占めるモノづくり部門（生産部門や研究開発部門など）は、メンバーシップ型が機

能しやすい部門である。自動車は、擦り合わせ型の産業で、他との調整や協力など、チ

ームワークやコミュニケーションが重要な要素であり、職務を明確に定義するジョブ型

雇用では機能しにくいところがある。 

モノづくり部門でも他社からの中途採用は一部実施しているが、他社での経験をその

まま活かすのではなく、その経験をベースに当社での仕事の仕方やシステムを学んでも

らい、結果的に新卒入社者と同様の育成体系の中でキャリア形成していくケースが多い。 

一方で、非モノづくり部門（セールスマーケティング、一般管理部門など）では、モ

ノづくり部門と比較すると、中途採用者の比率は高く、かつ短期間で当社業務に慣れ、

成果を発揮できるケースが多い。 

 
(4) メンバーシップ型雇用制度について 

一般的に、日本は法的に労働者を解雇する要件が厳しいため、たとえ欧米型のジョブ

型雇用で採用しても、結果的にメンバーシップ型の長期継続雇用になる傾向がある。 

当社では、新卒採用者は職務を限定せずに採用している。中途採用者も、募集する職

務はある程度明確にして採用するが、入社後は、ゆるやかなメンバーシップ型の中で、

様々な部門で異なる職務を経験する人もいれば、結果的に部署を変わらずに担当職務の

専門性を極めている人もいる。 

当社の海外現地法人では、その国、その地域に合わせた人事制度を採用している。現

地の法規制や慣行に従った採用や育成を現地法人として行い、経営者層も現地の人材を

登用することを基本とし、日本的な雇用慣行を押し付けることはしていない。 

日本に限らず、自動車産業は、すそ野が広く、システム化されており、従業員一人一

人がそれぞれの役割を他と協調して果たすことが必要である。会社として共通の目標に

向かって、全員が協力して成果を出していくには、主としてメンバーシップ型の方が機

能するケースが多いと考えられるが、上述のように一部の部門や職務ではジョブ型が機

能するケースもあり、双方の良さを組み合わせて活用することが重要であるといえる。 
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4. 国の施策 経済産業省経済産業政策局産業人材政策室 

国の施策について、経済産業省産業人材政策室の伊藤参事官より、「働き方改革」

と「人づくり革命」をめぐる動向についてご講演頂いた。ご講演の内容は以下のと

おりとなる。 
 
(1) 働き方改革 
 働き方改革に関しては、政府の「働き方改革実現会議」で議論を重ね、2017 年 3 月

に働き方改革実行計画を取りまとめた。働き方改革を実現するための施策として、同一

労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善や長時間労働を是正する時間外労働の上限規

制の導入などが提示され、政府として関連の法案を一括で改正法として提出する準備を

進めている。 

 働き方改革実行計画では、長時間労働の是正とともに、高度プロフェッショナル制度

の創設や裁量労働制の見直しなどに関する法改正も含まれている。 

 
(2) 人づくり革命 
 人口が減少する日本では、労働時間を減らすだけでは成長できないため、生産性を高

めることが必要である。生産性を高めるためには、一人一人の生産性を高める教育と、

生産性が低い分野から高い分野への労働移動が必要である。 

 教育においては、教育を全ての子供たちに開かれたものにしていくことやリカレント

教育を抜本的に拡充し、生涯にわたって学び直しなどの新しい機会を確保することが重

要であり、大学のあり方も変わらなければならない。 

 経済産業省からの提案では、小学校から大学までで教育は終わりではなく、ライフス

テージにおいて、「学ぶ」ことと「働く」ことが一体化していく中で、学び直しや社会

人教育を中心的な課題としてあげている。その中で、大学のあり方や職業訓練の在りか

たを具体的に検討していく必要がある。リカレント教育にあたっては「何を学ぶか」「ど

う学ぶか」「学んでそれをどう使うか」が重要である。 

 
(3) 働き方改革×テクノロジーによるパラダイムシフト 
 第 4 次産業革命による技術の進展によって、旧来の人事、旧来の働き方にパラダイム

シフトが起きつつある。「HR テクノロジー」と呼ばれる新しいテクノロジーを活用す

ることで、労務管理や中長期的には労働規制も合理化できるのではないかと考えられる。 

 人事は、究極的には個別最適のパーソナリゼーションであり、一人一人に即したキャ

リアパスを考え、スキルを身につけて仕事をすることが望ましい。AI が人事データを

分析し最適な配属・運用を提示することや個々の特性に応じた能力開発をするなど、人

事の分野でも AI や IT の活用が進む可能性もある。 
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図表Ⅵ‐16：「働き方改革×テクノロジー」によるパラダイムシフト 
出所：経済産業省「「働き方改革」と「人づくり革命」をめぐる動向について」 
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平成 29 年度人材研究会 委員名簿 
 

（委員長） 

佐藤 博樹 中央大学大学院戦略経営研究科 教授 

 

（委員） 

石原 直子  株式会社リクルートホールディングス リクルートワークス研究所 人事研究センター長 

上田 洋輔 JFE スチール株式会社 組織人事部長 

垣見 俊之 伊藤忠商事株式会社 人事・総務部長 兼）人材開発室長 

東風 晴雄 ダイキン工業株式会社 東京支社 人事本部 採用グループ 担当部長 

齋藤  敦  損害保険ジャパン日本興亜株式会社 人事部 能力開発グループ グループリーダー 

(兼)ダイバーシティ推進グループ グループリーダー（第 1 回～第 2 回） 

佐藤 彰彦  富士通株式会社 人事本部 労政部長 

島田 由香 ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社 取締役 人事総務本部長 

杉山  敦  SCSK 株式会社 開発センター副センター長 リソースマネジメント部長 

(兼)人事グループ長補佐 

髙橋 大輔  パナソニック株式会社 リクルート＆キャリアクリエイトセンター 企画部 部長 

高橋 弘行  一般社団法人日本経済団体連合会 労働政策本部長 

武内 和子  株式会社日立製作所 人財統括本部 ダイバーシティ推進センター 部長代理 

谷   亘  株式会社 LIXIL HR グローバル人事本部 Diversity & Engagement 部 部長 

長尾 健男  新日鐵住金株式会社 人事労政部 部長 

中澤 二朗  国立大学法人 高知大学 特任教授 

中島 竜介  アステラス製薬株式会社 人事部長 

鍋山   徹  一般財団法人日本経済研究所 専務理事 

西森 嗣倫  損害保険ジャパン日本興亜株式会社 人事部 能力開発グループ グループリーダー 

(兼)ダイバーシティ推進グループ グループリーダー（第 3 回～第 7 回） 

藤本 治己  株式会社ファーストリテイリング 人事部 部長 

細谷 陽一  キヤノン株式会社 人事本部 ヒューマンリレーションズ推進センター 所長 

前田  武  日産自動車株式会社 人事本部 人財開発／HR プロセスマネジメント部 

日本労務／HR プロセスマネジメントグループ 部長 

吉岡 敏英  トヨタ自動車株式会社 人事部 東京人事室長付 主幹 

 

（企業名・役職名は当時、氏名五十音順、敬称略） 
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（オブザーバー） 
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石川 眞紀  一般財団法人企業活力研究所 主任研究員 

佐々木 一人 株式会社インターネット総合研究所 取締役 社会共創研究所長 

狩野 史子  株式会社インターネット総合研究所 社会共創研究所 社会調査事業部長 

高村  茂  株式会社富士通総研 公共・地域政策グループ グループリーダー 

杉浦 淳之介 株式会社富士通総研 公共・地域政策グループ マネジングコンサルタント 

中辻  裕  株式会社富士通総研 公共・地域政策グループ 
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■ 人材研究会 開催実績 

 

第 1 回 2017 年 8 月 1 日（火）15:30～17:30 

 ① 研究会の趣旨・検討の視点説明 

 ② 経済産業省説明 

 ③ 事務局説明 

 

第 2 回 2017 年 9 月 12 日（火）10:00～12:00 

 ① 「ダイバーシティ経営の課題：働き方改革から人事制度改革へ」 

   中央大学大学院戦略経営研究科 教授 佐藤委員長 

 ② 「人生 100 年時代における企業と個人の約束とは」 

   株式会社リクルートホールディングス リクルートワークス研究所 石原委員 

 ③ アンケート調査、ヒアリング調査の方針案提示 

 

第 3 回 2017 年 10 月 12 日（木）15:30～17:30 

 ① 「アステラス製薬の評価制度」 

   アステラス製薬株式会社 中島委員 

 ② 「日・欧米の雇用管理の違いと、キャリア形成」 

   立命館大学経営学部客員教授 海老原氏 

  

第 4 回 2017 年 11 月 7 日（火）10:00～12:00 

 ① 「“がっぽり稼ぐ”ための人事戦略について～伊藤忠商事の取組み～」 

   伊藤忠商事株式会社 垣見委員 

 ② 「JFE スチールの人事課題」 

   JFE スチール株式会社 上田委員 

 ③ 「グローバル競争を勝ち抜く人材戦略～次代に向けたグローバルな“人づくり”～」 

   パナソニック株式会社 高橋委員 

 ④ アンケート調査、ヒアリング調査の実施 

 

第 5 回 2018 年 1 月 25 日（木）10:00～12:00 

 ① ヒアリング調査結果報告 

 ② アンケート調査結果報告 

 

第 6 回 2018 年 2 月 22 日（木）15:30～17:30 

  ① 調査研究報告書（案）についての検討 

 

第 7 回 2018 年 3 月 19 日（月）10:00～11:30 

  ① 調査研究報告書（案）の取りまとめ    
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アンケート調査票 

(1) 企業向け（部長職向け）調査票（全 26 問） 

 

あなたの管理範囲内の部署にいる大卒以上の事務・技術系正社員（ホワイトカラー）

の人事管理の状況についてお聞かせください。 
 

Q 1 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）の中で、中途採用で入社した人の割合は概ねど

のくらいですか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 

※ 正確な割合がわからない場合、最も近いと思われるものを選択してください。 
 

○ 1 全くいない 

○ 2 ～25％未満 

○ 3 25％以上～50％未満 

○ 4 50％以上～75%未満 

○ 5 75％以上～100%未満 

○ 6 全員 

 

Q 2 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）は、採用時（新卒、中途を問わず）に雇用契約や

就業規則等で職務範囲が限定されていますか？ 以下の中から最も当てはまるものを一つ選んでく

ださい（なお、大括りに職種を分類するだけの事務職、技術職等の区分はここでいう職種の限定には

該当しません）。 
 

○ 1 原則として採用時に職務が限定されている 

○ 2 採用時に本人の意向により、職務が限定される場合もある 

○ 3 採用時には原則として職務は限定されていない 

 

Q 3 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）の中で、ある従業員（正社員）が、一週間急に休

んだ場合、その人の仕事をカバーできる人がいますか？ 以下の中から最も当てはまるものを一つ選

んでください。 
 

○ 1 カバーできる人が十分いる 

○ 2 どちらかといえばカバーできる人がいる 

○ 3 どちらかといえばカバーできる人がいない 

○ 4 カバーできる人があまりいない 
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Q 4 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）の、給与面での処遇（昇給方法）についてお伺

いします。1～5 の各勤続年数の従業員において概ねどのような昇給方法を取り入れていますか？

各項目について、Ａ～Ｅの中で、最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

 

Ａ
．
勤
続
年
数
に
よ
り
、
ほ
ぼ
一
律
に
昇
給
し
て
い
く 

Ｂ
．
勤
続
年
数
を
基
本
と
し
つ
つ
、
能
力
、
実
績
も
加
味

し
て
昇
給
し
て
い
く 

Ｃ
．
勤
続
年
数
、
能
力
、
実
績
等
を
総
合
的
に
勘
案
し

て
昇
給
し
て
い
く 

Ｄ
．
能
力
、
実
績
を
基
本
と
し
つ
つ
、
勤
続
年
数
も
加
味

し
て
昇
給
し
て
い
く 

Ｅ
．
勤
続
年
数
に
関
わ
ら
ず
、
能
力
、
実
績
に
よ
り
昇

給
し
て
い
く 

1 勤続年数が 5 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

2 勤続年数が 5 年以上 10 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

3 勤続年数が 10 年以上 15 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

4 勤続年数が 15 年以上 20 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

5 勤続年数が 20 年以上 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

Q 5 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）の、職責上の処遇（昇格方法）についてお伺いし

ます。1～5 の各勤続年数の従業員において概ねどのような昇格方法を取り入れていますか？ 各項

目について、Ａ～Ｅの中で、最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

 

Ａ
．
勤
続
年
数
に
よ
り
、
ほ
ぼ
一
律
に
昇

格
し
て
い
く 

Ｂ
．
勤
続
年
数
を
基
本
と
し
つ
つ
、
能
力
、

実
績
も
加
味
し
て
昇
格
し
て
い
く 

Ｃ
．
勤
続
年
数
、
能
力
、
実
績
等
を
総
合

的
に
勘
案
し
て
昇
格
し
て
い
く 

Ｄ
．
能
力
、
実
績
を
基
本
と
し
つ
つ
、
勤
続

年
数
も
加
味
し
て
昇
格
し
て
い
く 

Ｅ
．
勤
続
年
数
に
関
わ
ら
ず
、
能
力
、
実

績
に
よ
り
昇
格
し
て
い
く 

1 勤続年数が 5 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

2 勤続年数が 5 年以上 10 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

3 勤続年数が 10 年以上 15 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

4 勤続年数が 15 年以上 20 年未満 ○ ○ ○ ○ ○ 

5 勤続年数が 20 年以上 ○ ○ ○ ○ ○ 
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Q 6 あなたの会社に関して、各項目について、Ａ～Ｆの中で、最も当てはまるものを一つ選んでください。

※ 正確な年齢がわからない場合、最も近いと思われるものを選択してください。 
 

 

Ａ
．
２
０
代 

Ｂ
．
３
０
～
３
４
歳 

Ｃ
．
３
５
～
３
９
歳 

Ｄ
．
４
０
～
４
４
歳 

Ｅ
．
４
５
～
４
９
歳 

Ｆ
．
５
０
歳
以
上 

Ｇ
．
過
去
３
年
間
で
役
員

登
用
は
な
い 

1 
過去 3 年間で最も若い役員登

用時の年齢 
○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

2  管理職の標準的登用年齢 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

Q 7 あなたの会社のキャリアパスについてお伺いします。あなたの会社にはどのようなキャリアパスの可能

性がありますか？ 現在あるもの（A）、将来設けたいもの（B）それぞれについて下図を参考にして、

以下の中から、当てはまるものを全て選んでください。 

 

 
Ａ. 
現在 

Ｂ. 
将来

1 部下を持つライン管理職として、高いポジションに上がっていくキャリアパス。 ○ ○ 

2 部下を持たないが、高い専門性を評価し、ライン管理職と同等の処遇をするキャリアパス。 ○ ○ 

3 部下を持たずに、管理職相当の処遇をするキャリアパス。 ○ ○ 

4 
管理職ではないが、高度な専門性を評価し、一定の資格を認定した管理職相当の処遇を

するキャリアパス。 
○ ○ 

  

部下を持つライン管理職として、
高いポジションに上がっていく。

非管理職

汎用性 専門性

管理職

非管理職

１．ライン管理職
部下を持つ管理職として、
高いポジションに上がっていく
キャリアパス。

２．専門職管理職
部下を持たないが、高い専門性を
評価し、ライン管理職と同等の処遇
をするキャリアパス。

３．部下無し管理職
部下を持たずに、管理職相当の処遇
をするキャリアパス。

４．非管理職の専門職層
管理職ではないが、高度な専門技術
技能を評価し、一定の資格に認定
し管理職相当の処遇をするキャリア
パス。
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Q 8 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）の配置転換（転居を伴わないもの）についてお伺

いします。現在実施しているもの（A）、将来実施したいもの（B）について、以下の中から、最も当ては

まるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ.現在 Ｂ.将来 

1 本人の意向に関わらず会社の業務命令により決定している ○ ○ 

2 本人の意向を聞くが、最終的には会社が判断した上で決定している ○ ○ 

3 
最終的には会社の判断によるが、特別な事情がある場合は、従業員（正社員）の意

向が反映される 
○ ○ 

4 最終的には会社の判断によるが、従業員（正社員）の意向もかなり反映される ○ ○ 

5 本人が納得しない限り転換させない ○ ○ 

 

Q 9 あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）の転勤（転居を伴うもの）についてお伺いします。

現在実施しているもの（A）、将来実施したいもの（B）について、以下の中から、最も当てはまるものを

一つ選んでください。 
 
 Ａ.現在 Ｂ.将来 

1 本人の意向に関わらず会社の業務命令により決定している ○ ○ 

2 本人の意向を聞くが、最終的には会社が判断した上で決定している ○ ○ 

3 
最終的には会社の判断によるが、特別な事情がある場合は、従業員（正社員）の意

向が反映される 
○ ○ 

4 最終的には会社の判断によるが、従業員（正社員）の意向もかなり反映される ○ ○ 

5 本人が納得しない限り転勤させない ○ ○ 

 

Q 10 あなたは、今後の雇用制度について会社側の立場から見て、どのような会社が望ましいと思います

か？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 特段の事情が無い限り定年までいるのが普通であるような会社が望ましい 

○ 2 
事業環境の変化、従業員（正社員）側の事情等により、従業員が社内外に流動化し、定年までいるの

があまり普通でないような会社が望ましい 

○ 3 よく分からない 

 

＜Q10 で 1 を選んだ人のみ＞ 

Q 11 Q10 で「特段の事情が無い限り定年までいるのが普通であるような会社が望ましい」を選択した理由

はなんですか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 従業員（正社員）の長期的、計画的な人材育成の観点から望ましい 

○ 2 従業員（正社員）の会社への忠誠心の維持向上やエンゲージメントの維持向上の観点から望ましい 

○ 3 従業員（正社員）の生活の安定を図る観点から望ましい 

○ 4 よく分からない／この中に当てはまるものはない 

 

＜Q10 で 2 を選んだ人のみ＞ 
Q 12 Q10 で「事業環境の変化、従業員（正社員）側の事情等により、従業員が社内外に流動化し、定年ま

でいるのがあまり普通でないような会社が望ましい」を選択した理由はなんですか？ 以下のうち最も

当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 経済、社会環境の変化に即応し、労働市場から有為な人材を確保する観点等から望ましい 

○ 2 生産性に見合った適切な労働コストを維持する観点から望ましい 

○ 3 過度に会社に依存する体質を助長せず、個人のキャリア自律の観点から望ましい 

○ 4 よく分からない／この中に当てはまるものはない 
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Q 13 あなたの部署についてお伺いします。以下の 1～12 の各項目について、Ａ～Ｄの中から最も当ては

まるものを一つ選んでください。 
※ 期間によって変動があった場合、直近の期についてお答えください。 

 
 Ａ

．
そ
う
思
う 

Ｂ
．
ま
あ
そ
う
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

Ｄ
．
そ
う
思
わ
な
い 

1 組織に与えられた業績目標を達成している ○ ○ ○ ○ 

2 従業員（正社員）がそれぞれの目的、目標を持って仕事をしている ○ ○ ○ ○ 

3 組織が目指すべき価値観が共有されている ○ ○ ○ ○ 

4 コミュニケーションが活発で風通しがよい ○ ○ ○ ○ 

5 お互いに協力し合うチームワークがある ○ ○ ○ ○ 

6 他部門と協力し合い全体最適が図られている ○ ○ ○ ○ 

7 次の世代を育てる体制ができている ○ ○ ○ ○ 

8 個々人の成長意欲が高い ○ ○ ○ ○ 

9 人材が成長している ○ ○ ○ ○ 

10 多様な人材を活用することによる価値創造ができている ○ ○ ○ ○ 

11 失敗を恐れず新しい取り組み、方法にチャレンジしている ○ ○ ○ ○ 

12 新しいものを思考し創造するゆとりがある ○ ○ ○ ○ 
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Q 14 あなたの会社では、以下に挙げる人事管理を現在行っていますか？ 1～15 それぞれについて、Ａ

～Ｆの中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
※ 現在行っていない場合はＦをお選びください。 
※ 途中で中断し、再実施している場合は再開した時期をご回答ください。 

 
 Ａ

． 

バ
ブ
ル
崩
壊
前
か
ら
行
っ
て
い
る

（ 1980

年
代
以
前
） 

Ｂ
． 

バ
ブ
ル
崩
壊
後
か
ら
行
っ
て
い
る

（ 1990

年
代
～2007
年
） 

Ｃ
． 
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
か
ら
行
っ
て
い
る

（ 2008
年
～2013

年
） 

Ｄ
．  

「
働
き
方
改
革
」
開
始
以
降
か
ら
行
っ

て
い
る
（ 2014

年
以
降
）(*

1) 
Ｅ
．
開
始
時
期
は
わ
か
ら
な
い
が
行
っ
て
い
る

Ｆ
．
現
在
行
っ
て
い
な
い 

1 
年齢構成の是正や新規事業のための中途採用 
（例えば AI 人材） 

○ ○ ○ ○ ○ ○

2 採用時期をあらかじめ定めない採用（随時採用） ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 勤続年数に関わらず成果を上げた人を昇給 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 勤続年数に関わらず成果を上げた人を昇進 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 職務給・役割給制度(*2)の導入 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 年俸制の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 ポイント制退職金制度(*3) ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 従業員（正社員）の能力開発の自己投資への支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 早期退職制の導入 ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 
雇用契約や就業規則で職務内容を限定した正社員

の採用 
○ ○ ○ ○ ○ ○

11 
雇用契約や就業規則で勤務地を限定した正社員の

採用 
○ ○ ○ ○ ○ ○

12 就業規則に副業禁止規定を設けないこと ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 従業員（正社員）個人の意向を踏まえた配置転換 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 従業員（正社員）個人の意向を踏まえた転勤 ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 キャリアの複線化 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(*1) 働き方改革開始とは「働き方改革」という言葉が「日本再興戦略」等で用いられるようになった 2014 年頃を想

定。 
(*2) 職務(ポスト)や役割の重さ、責任の度合い、企業への貢献度などに応じて決められる賃金を指す。 
(*3) 勤続ポイントと在職中の企業への貢献度に応じて毎年ポイントを付与し、これを累積したものにポイント単価を

乗じて退職金制度を算定する制度。 
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あなたの管理範囲内の部署にいる従業員（正社員）のキャリア形成についてお聞かせ

ください。 
 

Q 15 あなたの管理範囲内の部署では、「人生 100 年時代」とも言われる長寿化する社会において、従業

員（正社員）が、以下の 1～7 のようなキャリア意識を持つことは重要だと思いますか？ 各項目につ

いて、Ａ～Ｄの中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
重
要
だ
と
思
う 

Ｂ
．
ま
あ
重
要
だ
と
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
重
要
だ
と
は

思
わ
な
い 

Ｄ
．
重
要
だ
と
思
わ
な
い 

1 今身につけている能力のみを頼りに今後も生き抜けるとは考えにくい ○ ○ ○ ○ 

2 生涯を通して新しいスキルと専門技能を獲得し続ける ○ ○ ○ ○ 

3 知識の獲得だけでなく獲得した知識を活用し、経験を積む ○ ○ ○ ○ 

4 
幅広い知識と見方を得るために、幅広い人々との関係を深める時間を 
確保する 

○ ○ ○ ○ 

5 社内だけでなく社外からも評価される実績を確立する ○ ○ ○ ○ 

6 
健康や明晰な頭脳を保つため、生活習慣や仕事上のストレス管理に 
気をつける 

○ ○ ○ ○ 

7 
活力や行動に移す前向きな姿勢を維持するため、 
前向きな人達とのネットワークを持つ 

○ ○ ○ ○ 

 

Q 16 あなたの管理範囲内の部署では、以下の 1～15 のような従業員（正社員）の自律的なキャリア形成

（退職後に限らず退職前も含めた人生 100 年時代を踏まえたキャリア形成に、会社主導ではなく自

律的に取り組むこと）を支援する取り組みを行っていますか？ 当てはまるものを全て選んでくださ

い。  ※ 1～14 に当てはまるものがない場合は 15 をお選びください。 
 

□ 1 上司が部下の成長を意識した仕事に対するフィードバックをリアルタイムに行う 

□ 2 従業員（正社員）一人一人の個性や能力を踏まえたキャリア形成を提供する 

□ 3 会社人生の節目（例：3 年目、5 年目、10 年目等）においてキャリアを振り返り、必要な研修を提供する

□ 4 会社は自己申告を踏まえたキャリア形成を支援している 

□ 5 残業時間削減などにより生まれた時間の自己啓発への活用を推奨する 

□ 6 将来のキャリア等を見据えた自己啓発のために、費用補助等の支援をする 

□ 7 定期的に今後の自らのキャリア形成について考えさせる 

□ 8 定期的に自らのキャリアを振り返り職務経歴書の作成やスキル等の棚卸しをさせる 

□ 9 社内キャリアカウンセラーを配置し相談、助言を行う 

□ 10 社内公募・社内 FA 制度など目指すキャリアの自己申告制度を提供する 

□ 11 転職など社外も含めたキャリア形成の可能性を考えさせる 

□ 12 独立・開業の支援を行う 

□ 13 自社に留まって欲しい人材へのインセンティブ供与などのリテンションを図る 

□ 14 中途採用の従業員（正社員）に対する受け入れ体制を充実する 

□ 15 自律的なキャリア形成を支援する仕組み・制度はない 
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Q 17 従業員（正社員）の自律的なキャリア形成に向けてどのような支援をすべきと思いますか？ 自由に

お書きください。 
 
 

 

Q 18 従業員（正社員）の自律的なキャリア形成を支援する取り組みは、あなたの部署にどのような影響をも

たらすと思いますか？ 当てはまるものを全て選んでください。 
 

□ 1 従業員（正社員）の成長を促す 

□ 2 従業員（正社員）の会社へのエンゲージメントが高まる 

□ 3 組織風土が活性化する 

□ 4 従業員（正社員）の専門性が高まる 

□ 5 新しいサービス、ビジネスの創設、新製品の開発などイノベーションにつながる 

□ 6 従業員（正社員）の労働市場での市場価値が高まる 

□ 7 部門、組織の生産性が向上する 

□ 8 従業員（正社員）が自律的に考える姿勢が育ち、会社への依存度が下がる 

□ 9 優秀な人材の会社へのコミットメントが高まる 

□ 10 優秀な人材の離職につながる 

□ 11 会社への影響は特にない 

□ 12 この中に当てはまるものはない 
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貴社の人材に求めるものについてお聞かせください。 
 

Q 19 あなたの会社の従業員（正社員）が会社や仕事に対して、以下の 1～7 のような意識を持つことは必

要だと思いますか？ 各項目について、A～D のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
そ
う
思
う 

Ｂ
．
ま
あ
そ
う
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

Ｄ
．
そ
う
思
わ
な
い 

1 勤務先の経営理念・経営方針に共感していること ○ ○ ○ ○ 

2 今後も今の会社で働き続けたいこと ○ ○ ○ ○ 

3 仕事にやりがいを感じていること ○ ○ ○ ○ 

4 職場の人間関係に満足していること ○ ○ ○ ○ 

5 会社のために一生懸命に仕事をしたいこと ○ ○ ○ ○ 

6 仕事と仕事以外の生活の両立がしやすいこと ○ ○ ○ ○ 

7 個々人の事情に応じた柔軟な働き方ができること ○ ○ ○ ○ 

 

Q 20 あなたの会社の各層（経営層、管理職層、非管理職層）の人材が持つべき社会人基礎力（能力）はそ

れぞれ何だと思いますか？ A～C の各層について 1～12 の中からそれぞれ最も当てはまるものを

上位三つまで選んでください。  
※ 1～12 に当てはまるものがない場合は 13 をお選びください。 

 
 A.経営層 B.管理職層 C.非管理職層

社会人基礎力関係（各層毎に上位３つまで選択） 

1 主体性（物事に進んで取り組む力） □ □ □ 

2 働きかけ力（他人に働きかけ巻き込む力） □ □ □ 

3 実行力（目的を設定し確実に行動する力） □ □ □ 

4 課題発見力 
（現状を分析し目的や課題を明らかにする力） 

□ □ □ 

5 計画力 
（課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力）

□ □ □ 

6 創造力（新しい価値を生み出す力） □ □ □ 

7 発信力（自分の意見をわかりやすく伝える力） □ □ □ 

8 傾聴力（相手の意見を丁寧に聞く力） □ □ □ 

9 柔軟性（意見の違いや立場の違いを理解する力） □ □ □ 

10 情況把握力 
（自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力） 

□ □ □ 

11 規律性（社会のルールや人との約束を守る力） □ □ □ 

12 ストレスコントロール力（ストレスの発生源に対応する力） □ □ □ 

13 この中に当てはまるものはない □ □ □ 

  

 
213



  

 

220 

Q 21 あなたの会社の各層（経営層、管理職層、非管理職層）の人材が持つべき知識・スキルはそれぞれ

何だと思いますか？ A～C の各層について 1～9 の中からそれぞれ最も当てはまるものを上位三つ

まで選んでください。また、 1～9 以外に持つべき知識・スキルがある場合は 10 を選び、ご記載くだ

さい。 
 

 A.経営層 B.管理職層 C.非管理職層

知識・スキル関係（各層毎に上位３つまで選択） 

1 業界や産業に特有の専門知識 □ □ □ 

2 経営戦略やマーケティングなどの機能的専門知識 □ □ □ 

3 マネジメントなどの組織運営専門知識 □ □ □ 

4 簿記・会計 □ □ □ 

5 母国語以外の語学力 □ □ □ 

6 ＩＴへの理解/ＩＴを使いこなす力 □ □ □ 

7 データ分析力 □ □ □ 

8 哲学/歴史/芸術/科学技術などの教養 □ □ □ 

9 論理的/批判的思考力 □ □ □ 

10 その他（自由記述）    

 

Q 22 あなたの会社の人材に求められる社会人基礎力（能力）や知識・スキルを効果的に育成する機会とし

て、以下の 1～10 の施策は効果があると思いますか？ 各項目について、Ａ～Ｄの中で、最も当ては

まるものを一つ選んでください。施策を実施していない場合は、Ｅを選んでください。 
 

 Ａ
．
有
効
で
あ
る 

Ｂ
．
ど
ち
ら
で
も
な
い 

Ｃ
．
有
効
で
は
な
い 

Ｄ
．
効
果
は
分
か
ら
な
い

Ｅ
．
実
施
し
て
い
な
い 

1 個人別の育成計画の策定 ○ ○ ○ ○ ○ 

2 困難な職務を体験させる修羅場経験 ○ ○ ○ ○ ○ 

3 ＯＪＴによる先輩や同僚からの指導 ○ ○ ○ ○ ○ 

4 大学院や留学などへの長期・短期派遣 ○ ○ ○ ○ ○ 

5 キャリア自律やスキルアップを図る研修 ○ ○ ○ ○ ○ 

6 大学院進学等のための自己啓発休業 ○ ○ ○ ○ ○ 

7 業務時間外に通学・通信学習等 ○ ○ ○ ○ ○ 

8 兼業・副業 ○ ○ ○ ○ ○ 

9 社外コミュニティーへの参加 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 読書等からの学び ○ ○ ○ ○ ○ 
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貴社について教えてください。 
 

Q 23 あなたの会社の従業員数はおよそどのくらいですか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んで

ください。 
※ 会社全体（本社・支社・営業所などを合わせた）の従業員数をお答えください。 
※ グループ会社は除いてお答えください。 

 

○ 1 ～1,000 人未満 

○ 2 1,000 人以上～10,000 人未満 

○ 3 10,000 人以上 

 

Q 24 あなたの会社の業種は何ですか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 製造業 

○ 2 卸売・小売業 

○ 3 金融・保険業 

○ 4 情報通信業 

○ 5 サービス業 

○ 6 その他（具体的にお書きください                          ） 

 

Q 25  現時点のあなた自身についてお聞かせください。 
以下の項目について、当てはまるものを全て選んでください。 

 

□ 1 あなたの部下に女性の管理職がいる 

□ 2 あなたの部下に外国人の管理職がいる 

□ 3 自分より年上の部下がいる 

□ 4 自分より年下の上司がいる 

□ 5 海外勤務の経験がある 

□ 6 転職した経験がある 

□ 7 現在の会社に新卒採用で入社した 

□ 8 この中に当てはまるものはない 

 

Q 26 あなたの会社は外資系企業(*)ですか？ 以下のうち当てはまるものを一つ選んでください。 
※ 分からない場合、最も近いと思われるものを選択してください。 

 

○ 1 外資系企業である 

○ 2 外資系企業でない 

(*)資本の一定割合（例えば 3 分の 1 以上）を外国企業、外国人投資家が支配している企業、又はこれと同様の支

配関係にある企業 
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(2) 従業員向け調査票（全 32 問） 

 

あなたが勤めている会社の人事管理や職場の状況についてお聞かせください。 
 

Q' 1 あなたの勤めている会社は、採用時（新卒、中途を問わず）に雇用契約や就業規則等で職務範囲が

限定されていますか？ 以下の中から最も当てはまるものを一つ選んでください（なお、大括りに職種

を分類するだけの事務職、技術職等の区分はここでいう職種の限定には該当しません）。 
 

○ 1 原則として採用時に職務が限定されている 

○ 2 採用時に本人の意向により、職務が限定される場合もある 

○ 3 採用時には原則として職務は限定されていない 

 

Q' 2 あなたの部署の中で、ある従業員（正社員）が、一週間急に休んだ場合、その人の仕事をカバーでき

る人がいますか？ 以下の中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 カバーできる人が十分いる 

○ 2 どちらかといえばカバーできる人がいる 

○ 3 どちらかといえばカバーできる人がいない 

○ 4 カバーできる人があまりいない 

 

Q’ 3 あなたの勤めている会社での、今のあなたご自身の給与面での処遇（昇給方法）についてお伺いし

ます。以下の中から、最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 勤続年数により、ほぼ一律に昇給していく 

○ 2 勤続年数を基本としつつ、能力、実績も加味して昇給していく 

○ 3 勤続年数、能力、実績等を総合的に勘案して昇給していく 

○ 4 能力、実績を基本としつつ、勤続年数も加味して昇給していく 

○ 5 勤続年数に関わらず、能力、実績により昇給していく 

 

Q’ 4 あなたの勤めている会社での、今のあなたご自身の職責上の処遇（昇格方法）についてお伺いしま

す。以下の中から、最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 勤続年数により、ほぼ一律に昇格していく 

○ 2 勤続年数を基本としつつ、能力、実績も加味して昇格していく 

○ 3 勤続年数、能力、実績等を総合的に勘案して昇格していく 

○ 4 能力、実績を基本としつつ、勤続年数も加味して昇格していく 

○ 5 勤続年数に関わらず、能力、実績により昇格していく 
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Q’ 5 あなたの会社のキャリアパスについてお伺いします。あなたの会社にはどのようなキャリアパスの可能

性がありますか？ 以下のうち当てはまるものを全て選んでください。 
 

 

 

○ 1 部下を持つライン管理職として、高いポジションに上がっていくキャリアパス。 

○ 2 部下を持たないが、高い専門性を評価し、ライン管理職と同等の処遇をするキャリアパス。 

○ 3 部下を持たずに、管理職相当の処遇をするキャリアパス。 

○ 4 
管理職ではないが、高度な専門性を評価し、一定の資格を認定した管理職相当の処遇をするキャリ

アパス。 
 

Q' 6 あなたの勤めている会社での従業員（正社員）の配置転換（転居を伴わないもの）についてお伺いし

ます。以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 本人の意向に関わらず会社の業務命令により決定している 

○ 2 本人の意向を聞くが、最終的には会社が判断した上で決定している 

○ 3 最終的には会社の判断によるが、特別な事情がある場合は、従業員（正社員）の意向が反映される 

○ 4 最終的には会社の判断によるが、従業員（正社員）の意向もかなり反映される 

○ 5 本人が納得しない限り転換させない 

 

Q' 7 あなたの勤めている会社での従業員（正社員）の転勤（転居を伴うもの）についてお伺いします。以下

のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 本人の意向に関わらず会社の業務命令により決定している 

○ 2 本人の意向を聞くが、最終的には会社が判断した上で決定している 

○ 3 最終的には会社の判断によるが、特別な事情がある場合は、従業員（正社員）の意向が反映される 

○ 4 最終的には会社の判断によるが、従業員（正社員）の意向もかなり反映される 

○ 5 本人が納得しない限り転勤させない 

  

部下を持つライン管理職として、
高いポジションに上がっていく。

非管理職

汎用性 専門性

管理職

非管理職

１．ライン管理職
部下を持つ管理職として、
高いポジションに上がっていく
キャリアパス。

２．専門職管理職
部下を持たないが、高い専門性を
評価し、ライン管理職と同等の処遇
をするキャリアパス。

３．部下無し管理職
部下を持たずに、管理職相当の処遇
をするキャリアパス。

４．非管理職の専門職層
管理職ではないが、高度な専門技術
技能を評価し、一定の資格に認定
し管理職相当の処遇をするキャリア
パス。
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Q' 8 あなたは、今後の雇用制度についてどのような会社が望ましいと思いますか？ 以下のうち最も当て

はまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 特段の事情が無い限り定年までいるのが普通であるような会社が望ましい 

○ 2 
事業環境の変化、従業員（正社員）側の事情等により、従業員が社内外に流動化し、定年までいるの

があまり普通でないような会社が望ましい 

○ 3 よく分からない 

 

＜Q’ 8 で 1 を選んだ人のみ＞ 
Q’ 9 Q’ 8 で「特段の事情が無い限り定年までいるのが普通であるような会社が望ましい」を選択した理由

はなんですか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 従業員（正社員）の長期的、計画的な人材育成の観点から望ましい 

○ 2 従業員（正社員）の会社への忠誠心の維持向上やエンゲージメントの維持向上の観点から望ましい 

○ 3 従業員（正社員）の生活の安定を図る観点から望ましい 

○ 4 よく分からない／この中に当てはまるものはない 

 

＜Q’ 8 で 2 を選んだ人のみ＞ 
Q’ 10 Q’ 8 で「事業環境の変化、従業員（正社員）側の事情等により、従業員が社内外に流動化し、定年ま

でいるのがあまり普通でないような会社が望ましい」を選択した理由はなんですか？ 以下のうち最も

当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 経済、社会環境の変化に即応し、労働市場から有為な人材を確保する観点等から望ましい 

○ 2 生産性に見合った適切な労働コストを維持する観点から望ましい 

○ 3 過度に会社に依存する体質を助長せず、個人のキャリア自律の観点から望ましい 

○ 4 よく分からない／この中に当てはまるものはない 

 

Q' 11  あなたは、今勤めている会社や仕事についてどのように思っていますか？ 以下の 1～7 の各項目に

ついて、Ａ～Ｄの中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
そ
う
思
う 

Ｂ
．
ま
あ
そ
う
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い

Ｄ
．
そ
う
思
わ
な
い 

1 勤務先の経営理念・経営方針に共感している ○ ○ ○ ○ 

2 今後も今の会社で働き続けたい ○ ○ ○ ○ 

3 仕事にやりがいを感じている ○ ○ ○ ○ 

4 職場の人間関係に満足している ○ ○ ○ ○ 

5 会社のために一生懸命に仕事をしたい ○ ○ ○ ○ 

6 仕事と仕事以外の生活の両立がしやすい ○ ○ ○ ○ 

7 個々人の事情に応じた柔軟な働き方ができる ○ ○ ○ ○ 
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Q' 12 あなたの部署についてお伺いします。以下の 1～12 の各項目について、Ａ～Ｄの中から最も当ては

まるものを一つ選んでください。 
※ 期間によって変動があった場合、直近の期についてお答えください。 

 
 Ａ

．
そ
う
思
う 

Ｂ
．
ま
あ
そ
う
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

Ｄ
．
そ
う
思
わ
な
い 

1 組織に与えられた業績目標を達成している ○ ○ ○ ○ 

2 従業員（正社員）がそれぞれの目的、目標を持って仕事をしている ○ ○ ○ ○ 

3 組織が目指すべき価値観が共有されている ○ ○ ○ ○ 

4 コミュニケーションが活発で風通しがよい ○ ○ ○ ○ 

5 お互いに協力し合うチームワークがある ○ ○ ○ ○ 

6 他部門と協力し合い全体最適が図られている ○ ○ ○ ○ 

7 次の世代を育てる体制ができている ○ ○ ○ ○ 

8 個々人の成長意欲が高い ○ ○ ○ ○ 

9 人材が成長している ○ ○ ○ ○ 

10 多様な人材を活用することによる価値創造ができている ○ ○ ○ ○ 

11 失敗を恐れず新しい取り組み、方法にチャレンジしている ○ ○ ○ ○ 

12 新しいものを思考し創造するゆとりがある ○ ○ ○ ○ 
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あなたのキャリア形成の考え方、取り組みについてお聞かせください。 
 

Q' 13 あなたのキャリアや働き方に関する考えをお伺いします。以下の 1～17 の各項目について、Ａ～Ｄの

中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
そ
う
思
う 

Ｂ
．
ま
あ
そ
う
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

Ｄ
．
そ
う
思
わ
な
い 

1 組織で働くならいずれは管理職になることが望ましい ○ ○ ○ ○

2 管理職になるよりも専門人材として活躍したい ○ ○ ○ ○

3 年齢に関わらず成果を上げた人を昇給させるのが望ましい ○ ○ ○ ○

4 年齢に関わらず成果を上げた人を昇進させるのが望ましい ○ ○ ○ ○

5 自身の市場価値を意識して能力開発していきたい ○ ○ ○ ○

6 様々な職務を経験するよりも職務を限定してその専門性を高めたい ○ ○ ○ ○

7 配置転換命令（転居を伴わないもの）を受けても今勤めている部署で働き続けたい ○ ○ ○ ○

8 勤務地を限定して働きたい ○ ○ ○ ○

9 転勤命令（転居を伴うもの：国内）を受けても、今勤めている部署で働き続けたい ○ ○ ○ ○

10 転勤命令（転居を伴うもの：海外）を受けても、今勤めている部署で働き続けたい ○ ○ ○ ○

11 仕事で昇進・昇格するよりも、ワークライフバランスを重視したい ○ ○ ○ ○

12 長時間労働は厭わない ○ ○ ○ ○

13 会社が求める職務と自身が従事したい職務が違う場合は転職も厭わない ○ ○ ○ ○

14 一つの会社の仕事だけでなく兼業・副業したい ○ ○ ○ ○

15 独立・開業したい ○ ○ ○ ○

16 今の会社で定年まで勤めあげたいとは思わない ○ ○ ○ ○

17 退職後の人生を豊かにするために様々な能力開発を今のうちに行いたい ○ ○ ○ ○
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Q' 14 あなたは、「人生 100 年時代」とも言われる長寿化する社会においての長期にわたるキャリア形成に

ついて、以下の 1～7 のようなキャリア意識を持つことは重要だと思いますか？ 各項目について、Ａ

～Ｄの中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
重
要
だ
と
思
う 

Ｂ
．
な
あ
重
要
だ
と
思
う 

Ｃ
．
あ
ま
り
重
要
だ
と
思
わ
な
い

Ｄ
．
重
要
だ
と
思
わ
な
い 

1 今身につけている能力のみを頼りに今後も生き抜けるとは考えにくい ○ ○ ○ ○

2 生涯を通して新しいスキルと専門技能を獲得し続ける ○ ○ ○ ○

3 知識の獲得だけでなく獲得した知識を活用し、経験を積む ○ ○ ○ ○

4 幅広い知識と見方を得るために、幅広い人々との関係を深める時間を確保する ○ ○ ○ ○

5 社内だけでなく社外からも評価される実績を確立する ○ ○ ○ ○

6 健康や明晰な頭脳を保つため、生活習慣や仕事上のストレス管理に気をつける ○ ○ ○ ○

7 
活力や行動に移す前向きな姿勢を維持するため、前向きな人達とのネットワーク

を持つ 
○ ○ ○ ○

 

Q' 15 あなたは現在の勤務先で働き続けるかどうかに関わらず、5 年後、10 年後に実現したい仕事やキャリ

アへの希望がありますか？ 以下のうち当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 ある 

○ 2 ない 

 

＜Q’15 で「1」を選んだ人のみ＞ 
Q' 16 あなたの 5 年後、10 年後に実現したい仕事やキャリア形成に向けた取り組みについてお伺いしま

す。以下の中からあなたが取り組んでいるものを全て選んでください。 
 

□ 1 業務に役に立つ資格取得 

□ 2 社会人大学院で仕事に関連する知識を習得 

□ 3 異業種交流などの社外の人的ネットワーク形成 

□ 4 仕事以外での教養・知識の習得 

□ 5 社内の自主的な勉強会、研究会への参加 

□ 6 民間教育訓練機関の講習会、セミナーへの参加 

□ 7 社外の勉強会、研究会への参加 

□ 8 英語等の外国語の学習 

□ 9 キャリアを振り返り職務経歴書を作成 

□ 10 キャリアアドバイザーへの相談 

□ 11 外部の転職支援会社の利用、転職支援サイトへの登録 

□ 12 定期的に職務履歴書を作成し自分のキャリアの棚卸を実施 

□ 13 自己のキャリア形成の社内でのアピール先を把握、実施 

□ 14 （上記の中に）特に取り組んでいるものはない 

 
221



  

 

228 

 

＜Q’15 で「2」を選んだ人のみ＞ 
Q' 17 5 年後、10 年後に実現したい仕事やキャリアへの希望がない理由は何ですか？ 以下の中から当て

はまるものを全て選んでください。 
 

□ 1 時間的余裕がない 

□ 2 経済的余裕がない 

□ 3 具体的な方法が分からない 

□ 4 取り組もうとする気持ちの余裕がない 

□ 5 やる必要を感じていない 

□ 6 考えたことがない 

□ 7 その他（自由記述） 

 

Q' 18 あなたの会社は、以下の 1～14 のような従業員（正社員）の自律的なキャリア形成（退職後に限らず

退職前も含めた人生 100 年時代を踏まえたキャリア形成に、会社主導ではなく自律的に取り組むこ

と）を支援する取り組みを行っていますか？ 当てはまるものを全て選んでください。 
※ 1～14 に当てはまるものがない場合は 15 をお選びください。 

 

□ 1 上司が部下の成長を意識した仕事に対するフィードバックをリアルタイムに行う 

□ 2 従業員（正社員）一人一人の個性や能力を踏まえたキャリア形成を提供する 

□ 3 会社人生の節目（例：3 年目、5 年目、10 年目等）においてキャリアを振り返り、必要な研修を提供する

□ 4 会社は自己申告を踏まえたキャリア形成を支援している 

□ 5 残業時間削減により生まれた時間の自己啓発への活用を推奨する 

□ 6 将来のキャリア等を見据えた自己啓発のために、費用補助等の支援をする 

□ 7 定期的に今後の自らのキャリア形成について考えさせる 

□ 8 定期的に自らのキャリアを振り返り職務経歴書の作成やスキル等の棚卸しをさせる 

□ 9 社内キャリアカウンセラーを配置し相談、助言を行う 

□ 10 社内公募・社内 FA 制度など目指すキャリアの自己申告制度を提供する 

□ 11 転職など社外も含めたキャリア形成の可能性を考えさせる 

□ 12 独立・開業の支援を行う 

□ 13 自社に留まって欲しい人材へのインセンティブ供与などのリテンションを図る 

□ 14 中途採用の従業員（正社員）に対する受け入れ体制を充実する 

□ 15 上記のような自律的なキャリア形成を支援する仕組み・制度はない 

 

Q' 19 あなたは、あなたの自律的なキャリア形成・自己啓発に対して会社の支援を必要としていますか？

必要としている場合、今の支援には満足していますか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選ん

でください。 
 

○ 1 満足している 

○ 2 まあ満足している 

○ 3 あまり満足していない 

○ 4 満足していない 

○ 5 会社の支援は必要と感じていない 
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Q' 20 従業員（正社員）の自律的なキャリア形成に向けて会社はどのような支援をすべきと思いますか？

自由にお書きください。 
 
 

 

仕事以外の取り組みについての考えをお聞かせください。 
 

Q' 21 あなたは今、仕事以外で打ち込んでいたり、打ち込みたいと思っていることはありますか？ 以下の 1
～7 について、A～C の中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
※ 1～7 以外に打ち込んでいたり、打ち込みたいと思っていることがある場合はその他の欄にご記載

ください。 
 
 Ａ

．
打
ち
込
ん
で
い
る 

Ｂ
．
打
ち
込
ん
で
い
な
い
が
、
打
ち
込
み
た
い 

Ｃ
．
打
ち
込
ん
で
い
な
い
し
、
今
後
も
打
ち
込
む
予
定
は
な
い

1 ビジネススクールに通う等、現在の仕事の外のスキルを身につける ○ ○ ○ 

2 人的ネットワークの形成、拡大を図る ○ ○ ○ 

3 健康な体を維持するために運動をする ○ ○ ○ 

4 趣味を増やし、深める ○ ○ ○ 

5 家族との時間を大切にする ○ ○ ○ 

6 独立・開業の準備をする ○ ○ ○ 

7 地域社会でのボランティア活動を行う ○ ○ ○ 

8 

その他（具体的にお書きください） 
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Q' 22 この 1～2 年のうちに世の中で話題になったと思われるサービス、製品等についてお伺いします。 以

下の 1～20 について、A～Ｄの中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
※ 複数当てはまる場合は当てはまるもののうち最も下の選択肢をお選びください。 

 
 Ａ

．
聞
い
た
こ
と
も
な
い 

Ｂ
．
聞
い
た
こ
と
は
あ
る 

Ｃ
．
ど
う
い
う
も
の
か
説
明
で
き
る 

Ｄ
．
利
用
し
た
・
行
っ
た
・
読
ん
だ
・
使
っ
た
・
見
た
こ
と
が
あ
る 

1 

消
費
者
向
け
新
サ
ー
ビ
ス 

民旅 ○ ○ ○ ○ 

2 公共シェア自転車 ○ ○ ○ ○ 

3 仮想通貨（ビットコイン 等） ○ ○ ○ ○ 

4 Airbnb ○ ○ ○ ○ 

5 
オンラインストリーミングサービス 
（Netflix、AbemaTV、Amazon プライム・ビデオ等） 

○ ○ ○ ○ 

6 メルカリ ○ ○ ○ ○ 

7 ふるさと納税 ○ ○ ○ ○ 

8 テレワーク（モバイルワーク、在宅勤務、サテライトオフィス勤務） ○ ○ ○ ○ 

9 

新
製
品 

ドローン ○ ○ ○ ○ 

10 AI スピーカー ○ ○ ○ ○ 

11 運転支援技術付き自動車（例：半自動運転技術） ○ ○ ○ ○ 

12 DIY 関連製品（例：テラリウム、ハーバリウム） ○ ○ ○ ○ 

13 任天堂 Switch ○ ○ ○ ○ 

14 
書
物 

Lifeshift 人生 100 年時代の人生戦略（著：リンダ―・グラットン） ○ ○ ○ ○ 

15 しんせかい（著：山下澄人） ○ ○ ○ ○ 

16 蜂蜜と遠雷（著：恩田陸） ○ ○ ○ ○ 

17 

映
像 

LA・LA・ＬＡＮＤ ○ ○ ○ ○ 

18 直虎 ○ ○ ○ ○ 

19 コウノドリ ○ ○ ○ ○ 

20 ウォーキング・デッド ○ ○ ○ ○ 
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Q' 23 この 1～2 年のうちに世の中で話題になったと思われるビジネスや技術に関してお伺いします。 以

下の 1～10 について、A～Ｃの中から最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
聞
い
た
こ
と
も
な
い 

Ｂ
．
聞
い
た
こ
と
は
あ
る 

Ｃ
．
ど
う
い
う
も
の
か
説
明
で
き
る 

1 

ビ
ジ
ネ
ス
・ 

技
術
関
係 

IoT ○ ○ ○ 

2 第 4 次産業革命 ○ ○ ○ 

3 人工知能（AI） ○ ○ ○ 

4 SDGs ○ ○ ○ 

5 気候変動に関するパリ協定 ○ ○ ○ 

6 コーポレートガバナンス ○ ○ ○ 

7 ダイバーシティ ○ ○ ○ 

8 健康経営 ○ ○ ○ 

9 シェアリングエコノミー ○ ○ ○ 

10 クールジャパン ○ ○ ○ 

 

Q' 24 あなたの直近 1 ヶ月間で、仕事がある日のあなたの帰宅時間についてお伺いします。以下のうち最も

当てはまるものを一つ選んでください。 
 

○ 1 週に 4 日以上は 20 時前に帰宅していた 

○ 2 週に 2～3 日は 20 時前に帰宅していた 

○ 3 週に 1 日は 20 時前に帰宅していた 

○ 4 20 時前に帰宅することは全くなかった 
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あなたが仕事で大切にしていることについてお聞かせください。 
 

Q' 25 あなたが仕事をするうえで重視していることとして近い考え方について、以下の 1～7 の項目から、最

も当てはまるもの上位三つまで選んでください。 
 

○ 1 自分の信念に合った仕事をすること 

○ 2 やりがいのある仕事をすること 

○ 3 キャリアアップにつながること 

○ 4 仕事と趣味や生活とのバランスを図ること 

○ 5 業務を着実に遂行すること 

○ 6 生活を維持するための所得を得ること 

○ 7 その他（自由記述） 

 

Q' 26 あなたは仕事を誰に評価されたいと考えていますか？ 以下の 1～6 の項目から最も当てはまるもの

を一つ選んでください。 
 

○ 1 自分が納得できること 

○ 2 家族から評価されること 

○ 3 会社から評価されること 

○ 4 社会から評価されること 

○ 5 わからない 

○ 6 その他（自由記述） 

 

Q' 27 あなたが仕事をするうえで重視している社会人基礎力（能力）は何ですか？ A と B それぞれについ

て、1～12 の中からそれぞれ最も当てはまるものを上位三つまで選んでください。 
 

 Ａ
．
今
現
在
に
お
い
て
必
要

Ｂ
．
将
来
に
わ
た
っ
て
活
躍

す
る
た
め
に
必
要 

社会人基礎力（能力）関係（上位３つまで選択）  
1 主体性（物事に進んで取り組む力） □ □ 

2 働きかけ力（他人に働きかけ巻き込む力） □ □ 

3 実行力（目的を設定し確実に行動する力） □ □ 

4 課題発見力（現状を分析し目的や課題を明らかにする力） □ □ 

5 計画力（課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力） □ □ 

6 創造力（新しい価値を生み出す力） □ □ 

7 発信力（自分の意見をわかりやすく伝える力） □ □ 

8 傾聴力（相手の意見を丁寧に聞く力） □ □ 

9 柔軟性（意見の違いや立場の違いを理解する力） □ □ 

10 情況把握力（自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力） □ □ 

11 規律性（社会のルールや人との約束を守る力） □ □ 

12 ストレスコントロール力（ストレスの発生源に対応する力） □ □ 

13 この中に当てはまるものはない □ □ 
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Q' 28 あなたが仕事をするうえで重視している知識・スキルは何ですか？ A と B それぞれについて、1～

10 の中からそれぞれ最も当てはまるものを上位三つまで選んでください。 
 

 Ａ
．
今
現
在
に
お
い
て
必
要 

Ｂ
．
将
来
に
わ
た
っ
て
活
躍
す
る
た
め
に
必
要 

知識・スキル関係（上位３つまで選択） 
1 業界や産業に特有の専門知識 □ □ 

2 経営戦略やマーケティングなどの機能的専門知識 □ □ 

3 マネジメントなどの組織運営専門知識 □ □ 

4 簿記・会計 □ □ 

5 母国語以外の語学力 □ □ 

6 ＩＴへの理解/ＩＴを使いこなす力 □ □ 

7 データ分析力 □ □ 

8 哲学/歴史/芸術/科学技術などの教養 □ □ 

9 論理的/批判的思考力 □ □ 

10 その他（自由記述）   

 

Q' 29 仕事をするうえで社会人基礎力（能力）や知識・スキルを向上させるために以下の 1～10 の施策のう

ち、あなたが必要だと考えるものは何ですか？ 最も当てはまるものを一つ選んでください。 
 
 Ａ

．
必
要
で
あ
る 

Ｂ
．
ど
ち
ら
で
も
な
い 

Ｃ
．
必
要
で
は
な
い 

Ｄ
．
分
か
ら
な
い 

1 個人別の育成計画の策定 ○ ○ ○ ○ 

2 困難な職務を体験させる修羅場経験 ○ ○ ○ ○ 

3 ＯＪＴによる先輩や同僚からの指導 ○ ○ ○ ○ 

4 大学院や留学などへの長期・短期派遣 ○ ○ ○ ○ 

5 キャリア自律やスキルアップを図る研修 ○ ○ ○ ○ 

6 大学院進学等のための自己啓発休業 ○ ○ ○ ○ 

7 業務時間外に通学・通信学習等 ○ ○ ○ ○ 

8 兼業・副業 ○ ○ ○ ○ 

9 社外コミュニティーへの参加 ○ ○ ○ ○ 

10 読書等からの学び ○ ○ ○ ○ 
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あなた自身について教えてください。 
 

Q' 30 あなたの会社の従業員数（単体ベースで）はおよそどのくらいですか？ 以下のうち最も当てはまるも

のを一つ選んでください。 
※ 会社全体（本体・支社・営業所などを合わせた）の従業員数をお答えください。 
※ グループ会社は除いてお考えください。 

 

○ 1 ～1,000 人未満 

○ 2 1,000 人以上～10,000 人未満 

○ 3 10,000 人以上 

 

Q' 31 あなたの会社の業種は何ですか？ 以下のうち最も当てはまるものを一つ選んでください。  
○ 1 製造業 

○ 2 卸売・小売業 

○ 3 金融・保険業 

○ 4 情報通信業 

○ 5 サービス業 

○ 6 その他（ 具体的にお書きください                             ) 

 

Q' 32 あなたの今の会社での勤続年数は何年ですか？ 
※ 休職していた人はその期間も含めてお考えください。 

 

1  （                    ） 年 
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